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渡 辺 隆 喜
は じめに
日本近代国家成立史の研究において、大久保政権 の占め る位置は決定的に重要である。そ
のため大久保政権 を もって絶対主義権力の原型創出とみる見方が ながい問有力であった。現
在、 この規定 にさまざまな修正が加えられているが、藩閥有司専制の確立 とみ ブルジ ョア的
自由民権運動 に対立す る政権 とみ る点で一致 している。大久保政権 一内務省独裁 の明治絶対
主義 の基礎的政権(服 部之総)、天皇制官僚独裁政権(井 上清)、近代天皇制の原型的創出期
(田中彰)な どの規定はともか く、この政権の課題は中央集権化の特質をいかにみるか という
問題であった。集権化過程 は官僚機構形成の過程であ り、内務省中心の統治機構形成の問題
であ る。まず太政官制改革 には じまり内務省成立 と、閣内分裂の修覆のための大阪会議 にと
もな う三権 分立主義、軍:事・警察機構の集権的形成 と対応 した地方行政機構の整備が進行す
る。内務省中心の統治機構 は一方 において民間の立憲論や議会論 と対立す ることにな った。
大久保政権 によ って推進 された内治優先の集権的統治機構 に対応 した諸政治勢力を、政治
構造 として分析的 にみれば、まず① にこの体制推進者 としての維新官僚(地 方官を含む)。こ
れ と対立 した不平士族および農民的反対派の三重の勢力が併存 したが、詳 しくみれば②士族
反対派 にも武力反対派(士 族反乱路線)と ③言論反対派(士 族民権路線)と があ り、農民的
反対派 にも④豪農的路線 と⑤中貧農的路線の下流の民権路線が対応 していることになる。 し
たが って五重 の政治勢力の消長が大久保政権期の特色を規定する。
これ ら諸勢力の集権化をめ ぐる各々の動向を ここで分析す ることはで きない。本稿は①の
維新官僚を代表 しての地方官、③の士族民権派、④の桂村的潮流 と しての豪農民権路線の三
勢力の消長 を中心 に、会議論 と集権体制 の関わ りについて検討す る。 もちろん血税一揆、地
租改正反対一揆、民費賦課騒擾 などをつ う じ、また議員公選法によ り⑤ の中貧農層の動向が
この問題の背景にあることは云 うまで もない。維新官僚による集権化の実現過程 は、中央、地
方官僚を現実の担 い手 として、特に在地諸勢力の政権内への取 り込みが いかに行なわれるか
が問題 となろ う。国民統合の問題である。
明治国家 の成立は その意味で地方行財政確立の問題が主要 な課題 となる。地租改正に とも
なう土地税制整備の問題は、国税体系の基礎確立 とともに他方で地方税 としての民費、府県
税の整備を要請 し、行政担当者 としての地方官 と区戸長の性格の明確化を迫 るものとなった。
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この問題 は集権化構想 とその実施課程 にお ける統治機構 と しての地方制度 の問題であ る。在
地 の地域意思の国家的統合が、議会の名 においていか に果されてい くかは、形成上の統治機
構の性格を決定す る重要 な要素となる。本稿はその意味で議会形式 によ る地域意思統合過程
の特質 を、地方民会成立史のなか に探 りなが ら、一方の統治機構の性格を明 らかに しょ うと
す る もので あ る。
(一)政 権構想 と地方制度
研究史上、大久保政権の集権化構想 については多 くの人 々によ って関説 されている。 ここ
で その全体に触れ ることは出来 ないが、それ らのなかで意外に地方制度 との関連 で検討 され
る場合が少なかったよ うに思 われ る。 ここでは政権構想 の もとでの地方制度の構想 と、実態
的な地方行財政機構の形成上 の相関について検討 しておこう。
大久保政権成立の明治6年11月 当時、すでに留守政府 によ り地方行政機構が整え られつつ
あ った。 廃藩 置 県 によ り創 出 され た3府302県 は、4年11月 には3府72県 に整理 され、か っ
て府藩県の所有 した軍事力 は兵部省に統一 され、裁判権 も司法省管轄下の府県裁判所 に移 さ
れ、新設府県には未整備なままに残された警察制度 による治安維持 と民政一般、つ まり政府
によって頻出する新政策を人民に浸透 させ る役割を担当させることになった。
地方人民の掌握はまず明治4年4月 の 「戸籍法」によ り、人民の居住地域短の把握か ら始 ま
る。 この戸籍編成 は編成事務担当者 としての戸長が任命され、戸籍編成単位と して戸籍区が
設定 されて いる。脱籍 ・浮浪の徒を掌握す る治安上の理 由か らは じまった戸籍編成ではあ っ
たが、結果 として国家による人民の把握 と しての統一的集権化の最初の政策であ った。 この
戸籍編成のため設 け られた戸長制 と区制は、廃藩置県後 は行政機関 と行政 区画 としての区戸
長制 と大小区制 とな り、その下 に町村役人が置かれ ることにな った。 この大小区の規模およ
び区戸長の性格 は、各府県によ り異 なり、明治11年め郡 区町村編成法によ る統一 まで継続 し
て い る。
廃藩置県 によ り創立された府県規模は、30万石前後か ら60万石前後で、 これ ら管轄地支配
のための府県庁 は旧藩勢力 に左右 されず、中央政府に忠実 な地方庁を組織す ることが急務 と
な り、一般的には県令以下の幹部吏員は他府県出身者を据え、下級官吏は:地元 出身者を採用
し、下 情に通ずる立場を利用する しくとな っている。地方官は新国家建設の重任 に耐え、職
務の繁雑さを処理す る有能 さを要求 されるわ りに地位は軽 く、 しか も府県行政 の成否の鍵 は
府県内の下部行政機構の創立 と、その円溺運用 を可能 にす る民意の組織化 とい う困難 な課題
も担 わ され て い た。
大久保政権成立期の明治6年7月 、木戸孝充は 「憲法制 定の建言書」(t:を公に し、政権構想




裁ノ憲法 ト錐 ドモ、他日人民 ノ協議起ル二王 リ同治憲法ノ根種」 となるとして、「君民同治ノ
憲法」を理想 と しなが ら、人民未開 の今 日はまず天皇独裁 の憲法 も止むを得ないものとして
いた。同 年11月 に は 「建 国 ノ大 法ハ デス ポチ ック」② が望 ま しく、 「太 政大 臣、左右大 臣、内
.閣議官、当時ハ立法行法ノ権 ヲ束有」す る一方、他 日、「元院下院 ノ二院」を政府体裁中に立
てるために、名 目的 にその根跡は規定することを主張 して いた。
明 治6年11月 、 大久 保利 通 もまた 「立憲 政 体 に関す る意 見」13}を公 に し、 政体 取調 掛 伊 藤
博文、寺島宗則 に自分の意見を示 している。政体はその国の独自性が あることを説 く利通は、
わが国の 「定律国法ハ即 チ君民共治 ノ制ニ シテ、上 ミ君権 ヲ定 メ下モ民権 ヲ限」 るものでな
ければな らないと主張す る。三権分立の理想は実際は行われ難 いとみ、各省 使府県の行政を
中心 とし、国憲 と議則 によ り太政大臣(一 行政)に 規制 される議政権 は 「議政院」が担当す
るもの とす る。 この議政院 の構成員は 「華族及 ヒ特命選挙 ノ議員、並二行政諸省 ノ卿」であ
っ た 。
木戸意見書 は青 木周蔵が 、大久保意見書 は吉田清成が示唆を与え、各々プロシアとイギ リ
ス政体の影響を うけたもの と指摘 されているが、両者の意向は一致 しており、「君民同法」 ま
たは 「君民同治」 とも 「我 力固目カラ皇統一系ノ法典」を基本 とする行政優位の憲法制定論
になっていた ことは云 うまで もない。 そのため立法権 としての議会の権限は、構想 のなかで
限定 されてお り、大久保に限 らず木戸 もまた政体取調掛の伊藤、寺島の認識の ごとく、「先づ
下は地方官を会す る位の事 に仕置、上は婿香間を皇賑 し、人数は余 り増加せぬ様注意」ω され
ていた。それゆえ両者 ともに立憲制への漸定的移行は認めなが らも、それは権力の統一性、確
実性のためであ り、政体の立憲化は集権化に従属す る権力 と権威の確立を認てい る点で共通
して いるの で あ る。
明治7年2月 、木戸 は内治優先の立場か ら征台論に反対 し、文部卿と兼任す る内務卿の事務
をつ う じて、各 省 使府県 の事 務 の暢達 を得 ない ことを指摘 し、「治 要 ノ本来 ヲ明 カニ シ、徐 々
二国 力 ヲ養」R'.うことを主 張 した。 内閣 の辞表 提 出 に際 して も次 の よ うに主 張 した。 昨年 豆0
月、征韓論争 にな り閣員の多 くが下 野 した際は、大蔵省よ り諸府県へ官員を派出 し、政府方
針を徹底す るこどに成功 したが、征 台輪の今 日に至 り昨年末か らの内治優先の方針が いずれ
にあるか、地方官は疑いを もち方向を失 っているので、「廟議御決定之辺御座候八八明瞭に御
示 し、地方官安着仕儀様御所直願候」05}としていた。地方統治の責任者 としての地方官の立場
を配 慮 したの で あ る。
この当時、下野 した板垣、江藤 らによりすでに民選議院建立建白書が提出されていたが、内
治優先論か ら地方官 に配慮 したとは云え、 これには急進主義 として反対す る。民権論 の盛 り
上 りに対 しては、「軽率議院などと申事は不同意 に御座候へ共、何 と軟 議院様之 ものに而 も無
之而 は、終に治 りは相着 き不申」σ,としたが、それは士族民権派の国会論の換骨奪胎をね らっ
た もので あ った。




てい くが、その地方官会議さえ も実質的 に民選議院化 しよ うとす る開明的地:方官の意向を封
じ込め、「一芸居や らか し」㈲公選民会案を拒絶するのである。「軽行卒奪」の学者流ではなく、
実 際 的 な 「デ スポチ ック」㈹ で な けれ ば な らなか った。上 か らの漸 進的 開化 、 これ が 「着実 漸
進」を期待 した木戸の新政権構想 の特色であ った。
それゆえ、現実上 での行 き過 ぎは木戸 に とって否定 すべ きことであ った。 明治9年4月 、「大
権之むやみに中央 に而 巳高ま り、諸県は如奴隷御座候而 は、却而国家之不幸に付、一県一票
も大憲之中に独立候てこそ人民亦其気象伸暢」㈲ す るもの と考 えた。「不知々々中央之権勢盛
大に至 り、分権之目的」m}も立てなければ、王政一新の趣旨は達せ られず、全国人民の不幸 に
なるとい う。 だが、 この地方分権論 もまた地方 自治論ではなく、「只々地方之漸次実進」姻 を
ねが う国権優勢下での分権論であ ったことは云 うまで もない。
明 治9年5月 、木 戸 は 「町村 会の 速行井 に国会 開設 に関す る意 見書(137を政府 に提 出 した。
このなかで彼は 「国家富強の基」は、「軽挙急進」を排 し教育を優先 し開化を進 め、財政 もい
た ず らに政府 が独 占せ ず、人 民 の力 に応 じ、他 日 「租 税の平 均」 を得 るこ とにあ る と述 べ る。
「政府 と諸県 と其会計 を異に し、英梅を地方に分与」 し、 その財政 も 「漸次政府 と諸県 と頭肢
其平均を得て偏枯の憂無か らしめ」 なければな らない。財政共議の民選議院は政府 自か ら設
くる ものではない。 ひとり町村会のみは土木費 など町村民共同審議せねばな らず、先ず町村
会開設を優先 し、その整備をまって区会 、県会 におよび、その完成をまって国会を開設すれ
ばよいとす る。 その場合 も 「明か に行政 の会議 と定 」むべきもので、行政諮問的議会の町村
会か らの上向的開設を主張 して いるのである。
同 年12月 に は この視点 を さ らに深化 させ 、 「内政充 実 ・地 租軽 減 に関 す る建言 書 」(!4:を三
条、岩倉宛に提出した。地租改正反対一揆は 「政府施捨土の責」とするこの建言は、明治6年
10月の征韓論争時の 「内政を修するを以て施行の急務」とする内治優先論は、論争に勝ちは
したけれど明治7年 に至 って外征論に変化 し、明治8年 に至 って表面胸内政論が説かれたに過
ぎず、9年に至 ってなおその状況が続 いている結果であるとす る。現在の政権担当者 は明治6
年以来 、内政優先を掲げなが ら 「内政の真意」に留意せず、専 ら 「残酷の一辺」つま り 「兵
隊為政」の武断政治を行 ってきたにすぎない。政府経費は増大 し、人民の租税 いよいよ重 く、
内政に意 を介 さない現状をあ らため、地租を軽減 し諸省の定額を減省 し、「政府地方 と会計を
異 に し、其権 を分 与」す るこ と、民 費一切 は町村 会を 開 き、人民 と協 議 す るよ う説 いて い る。
木戸の内政重視、優先論は内務省中心の これまでの大久保政権のあ り方を批判 したもので
あ ったが 、 自分 自身 もその一 員 と して責 任 をのが れ られ る もの で はな く、 また大 久 保政 治 自
体 もまた、明治8年 後半以来、具体的地方政策を打出 しっっあった。明治8年6月 地方官会議
開催以後、政策は徐々に内政向けとなり、11月 「府県職制並事務章程」の公布を契機 に、土
か らの府県統制が整 え られる。この法令は①知事県令の職務権限の明確化、②内務省によ る
地方事務の集権化、③国政委任事務の増大 に対応す る分担組織(話 調)の 明確化を図 った も








大 に対応 して と られ た措置 で あ り、 それ ゆえ明 治9年12月 には.「行政 改革 建言書 」116)を提 出
し、中央省庁の行政改革 と政費節減、民力休養のための減租が提言 されねばな らな くなって
い る。木 戸、 大久 保 の提言 を うけ、明治10年1月 に減 租が実 施 され、 民費 は正租 の五分 の一
に減少 させ ることが宣言され るが、現実に増大す る民費を限定す ることはむずか しく、同年
7月には正租五分の一は土地に課す るもののみ、と大巾に後退する。 したが ってよ り一層増大
す る民費の処理をめ ぐって地方制度 を改正 し、地方民会たる府県会、町村会を公認 し民費徴
集の同意機関た らしめることが要請され る。
こうして三新法 によ り成立する府県会は、民会的性格を制限 し、地方税妹(一)土 地のほ
か(二)営 業税、雑種税に課 し、芽ばえたばか りの農村資本主義を圧殺 し、(三)戸数割を も
って大衆課税的性格を強め る根拠を与えることになった。従来、「内治派」の勝利 といわれ る
大久保政権の性格は、明治9年 の内治政策への転換を もって本格化す るが、その転換の本質は、
以上 のような専制的集権国家創出のための、地方的舞台装置づ くりの性格を もつ ものであっ
た 。
大久保によって推進 された地方政策は、木戸によれば 「唯号令を新挙 して、之を国内士民
に加 え、其 施行 を曾 遊 す るの み」"?}である とい う。上 か らの集権 的急進論 に対す る批判 で ある
とは云え、木戸の政権構想 もまた内治論が真の議院論を欠落 して いたように、相対的性格の
もので しかなか ったのである。両者 は地方行政組織 の性格 につ いて従来のあ り方を暗目の前
提に しているのであ り、地方制度それ自体の改変を考えて いたわけではない。彼 らの政権構
想 と地 方制 度 との相関 は次 の よ うな もの で あ った。
大久保は明治6年1月 、パ リか らロシア留掌中の西徳二郎宛に書翰を送 り、ロシアの行政組
織 な らび に地 方官 制 の調査 を依頼 した。 「英米 仏 等ハ普 ク取 調モ 出来 」佃,たの で プ ロシア、 ロ
シアを調査 したいが、それは 「必 ス標準タルヘキ事多カラン ト思考イタシ候二付、別而両国
ノ事 ヲ渡日」 したか らである。 この西調査が どのよ うに大久保構想に影響 を与えたか明 らか
ではないが、地方制度の比較検討が行なわれたことは間違いない。
同年11月の吉田清成、吉原重俊起草の 「立憲政体 に関す る意見書」のわが国固有の君民共
治の地方体制につき、青木周蔵は次のようにその背景 と述べている。大久保や木戸妹外遊中、
「就中憲法や行政組織ナ ドニハ最モ注意」㈲ をは らい、 ドイツの地方制度、「先 ツ市町村制ノ
改革を断行 シタガ、自治制が充分確立セラ レテカラ数十年 ヲ経テ出来 タ」 という改革 や、英
国立憲制の幕礎 としての自治制は 「詳細 二研究」 した とい う。 日本 の場合 も漸進的立憲制論
の基 礎 と して 、 「先 ツ地 方 自治制 ノ確立 ヨ リ始 メ(中 略)、 ソノ方 法ハ 漸進主 義 二依 ル ヲ可 ト
ス」 ると定めたと指摘されて いる。同 じことを木戸 もまたデスポチ ック下の 「地方之漸次実
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進 」 と して述べ て い るので あ る。
ここで青木の云 う地方 自治制が西欧的な意味の ものでないことは云 うまで もない。漸進主
義的地方自治制 とあるように天皇主権下における専制的国家体制を支え るための地方制度 で
あ っ た 。 ドイツの政治家スタインの説 く自治的な市町村制改革優先論は、三新法による郡区
町村編成法まで延期され、府県、大小区制による中間機構の行政機関化の優先をつ うじ、専
制的集権化を図 ったのが大久保政権であった。 したがって町村 自治は当初かえりみ られず、明
治8年6・月地方官会議後、木戸によってまず町村制の重要制が指摘され、明治9年10月 「金
穀公借共有物取扱土木起功規則」 によって、町村意思の公認が行 なわれ るまで専 ら地方体制
の集権化が意図 されて いたのである。
その意味でプ ロシア的自治制やイギ リス的 自治制が当時問題になってはいない、む しろ井
上毅の地方体制構想などが影響をもち得た と思われる。彼は明治8年 「玉国建国法」を著 して
い る 。 これによればプロイセ ン流の親王主権の欽定憲法 こそが 日本の国情 に適合 して いるこ
と 、 地方制度はむ しろ自治的なプロイセン流を排 し、世界的に もっとも完備 した集権制の強
いフランス制度が最適であると説いている。つまり強力 な中央集権的君主体制を支え る地方
制度を主張す る。明治9年 の県官任期令はフランス州知事制の影響が考え られるところが ら、
当時は自治制よ り集権体制に比重がおかれて、各国の制度が参酌されていたと思われる。 こ
のよ うな地方体制の性格は絶対主義的地方体制か、 ブル ジョア専制的なそれか という問題は
ひとまずおき、大久保政権化の地方制度創出課程 の特色は、井上的構想の実現化 にあ った も
(1)
の と思 われ る。
注
「木戸 孝 允 文書 」 五118ペ ー ジ
「松菊木戸公伝」下巻1560ペ ージ
(2) 「木戸孝允 日記」第二453ペ ー ジ 以下1司じ
(3) 「大久保利通文書」五182ペ ー ジ 以下同 じ
(4) 「伊藤 博 文 伝」802ペ ー ジ
(5) 「松菊木戸公{云」下巻1698ペ ージ9し
(6) 「木戸孝允文書」五237ペ ージ
(7) 前 同355ペ ー ジ
(8)前 同195ペ ー ジ
(9)
'
「木 戸 孝允 文 書」 六299ペ ー ジ
(10)前 回 護13ペ ー ジ





(13)「木戸孝允文書」八165ペ ー ジ 以下同 じ
(14)前 回177ペ ー ジ
(15){大久保利通文書」七74ペ ー ジ
(16)前 回445ペ ー ジ
(17)「木戸孝允文書」八178ペ ージ
(18)「大久保利通文書」 四484ペ ージ
(19)「大久保利通文書」五208ペ ージ 以下同 じ
(二) 地方官 と地方行政機構
大久保政権期 における地方官研究は、最近その量を増 している。 ここでは統治のあ り方、つ
ま り県民への対応如何という視点か らこの問題を考えてみたい。
云 うまでもな く大久保政権下 にお ける地方官の基本的性絡は、牧民官的性格か ら行政官的
性格への過渡期である。幕藩体制の もとで良二千石 とも称 された牧民官 は、管轄地の諸事惜
を把握 し、幕法を厳守 しなが らある意味では立法 と司法、行政 の三権を体現する存在で あ っ
た 。 これ ら複合的性格 はこの時期を通 じ近代国家の地方行政官と して縮小 され、顔を政府に
向ける忠実な地方行政官僚 に純化す る過程であ った。
このよ うな性格上の変化は明治6年 、地方官会同をめ ぐる各省庁の対立、諸制度改革が一つ
の画期になっているが、 この中央動向に地方官がいかに対応 したかが問われなければならな








M4.11M6.4 M7,9 M8.6 M9.9 合計のべ数
鹿 児 島 9 9 7 7 6 38
山 口 2 8 12 10(4) 8 40
高 知 6 4 6 6(4) 4 26
佐 賀 5 3 3 3(1) 2 16
大 村 1 2 2 3 3 11
静 岡 6 6 6 7(3) 1 26
熊 本 3 5 4 5(2) 4 21
公 卿 6 3 2 2 0 13
岡 山 3 3 1 2(1) 1 10
福 井 6 1 7
鳥 取 4 1 1 1 7
名 東 3 1 1 1(1) 6
和 歌 山 2 1 1 4
栃 木 2 1 1 2(2) 6
仙 台 1 1 1 1(1) 4
敦 賀 1 1 1 1(1) 4
そ の 他 15 17 13 11(3) 8 64




に集中することがわか る。合計のべ数でみ ると長、薩出身者数がぬ きん出てお り、 これ に高
知、静岡が続 いている。府県統 合が進んだ明治9年9月 現在は、全地方長官317名中の6割 が
薩 ・長 ・土 ・肥の出身者である。
これ ら地方官が在地 と結ぶ関係は、最近の研究では県官の地元属籍率 と して問題 にされて
いる。 この関係を全国的にみれば第2表 のよ うになる。明治7年 当時、地元出身長官の割合 い
が もっとも高か ったのは鹿児島県で、全員つ ま り100%をuめ、次 いで東北 の鹿児島 とも云
うべ き酒田県が高 く、山口県 も85%を占めている。そのほかでは高知県、北条県、石川県が





明治7年 明治10年明治11年 明治7年 明治10年明治11年
府 県 比率(%)比率(%)比率(%) 府 県 比率(%)比率(%)比率(%)
鹿児島県 100 96.5 11 鳥 取 県 39
酒 ・田 県 98 三 重 県 38 50.6 47
山 口 県 85 93.1 85 度 会 県 36
北 条 県 82 ⑥ 茨 城 県 35 39.5 53
高 知 県 81 87.9 66 大 阪 府 34 34.8 40.3
石 川 県 79 74.8 79 盤 前 県 33
名 東 県 75 ⑥ 福 岡 県 33 4〔L8 51
静 岡 県 75 64.4 64 東 京 府 32 38.2 36.5
岡 山 県 74 43.0 43 山 形 県 29 36.0 39
滋 ・賀 県 73 67.3 69 青 森 県 29 38.6 36
広 島 県 72 69.3 61 山 梨 県 29 40.6 38
大 分 県 70 77.6 84 神奈川県 28 32.9 33.9
岐 阜 県 67 54:7 53 浜 松 県 28
長 崎 県 66 51.3 .69 ⑥ 秋 田 県 27 46.8 57
相 川 県 64 埼 玉 県 26 26.1 30
筑 摩 県 69 長 野 県 25 44.8 39
三 潴 県 63 岩 手 県 22 31.8 30
小 倉 県 63 ◎ 兵 庫 県 21 37.2 41.3
新 潟 県 61 46.7 45.9 ◎ 島 根 県 21 59.9 74
白 川 県 61 熊本53.3 48 新 治 県 20
和歌山県 61 54.7 51 愛 知 県 20 31.3 28
浜 田 県 59 水 沢 県 18
置 賜 県 56 新 川 県 16
敦 賀 県 54 佐 賀 県 15
栃 木 県 54 48.E 47 奈 良 県 12
京 都 府 51 54.5 33.8 熊 谷 県 12 群 馬25.5 25
曼
:豊岡 県 50 ◎ 福 島 県 ii 40.5 46
足 柄 県 48 若 松 県 0
◎ 愛 媛 県 47 70.3 74 (注)(1)鹿児島 ・置賜 ・小田 ・栃木県は、明治8
千 葉 県 44 38.2 42 年
堺 県 43 47.4 50 (2)寺岡寿一 「官員録 ・職員録」第2巻
宮 城 県 43 42.9 45 (3)明治10年 田中彰 「大久保政権論」
宮 崎 県 42 (4)明治11年 大島美津子
小 田 県 41 「大久保支配体制下の府県統治」
飾 磨 県 40
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県 に統 合 され39%に な って い る。唯 一、高 い属籍率 を示す のは山rl県で、 10年には91%に
増 し11年 当 時 も85%で あ る。 これに近 いの は石川県 、大分県 で あ る。 かって高かった北条
県は岡山県 に統合され43%に な り、高知県 も66%に減少する。明治7年 より増加率が高い
のは大分 県、 島根県 で、茨城、福 岡、秋 田、兵庫県 は高 くなって も50%前 後の属籍率 で あ る。
相対的 に西南諸県に高 く、 関東 、東北 諸県 に低 い。
ところが府県全体に属籍率が減少するなかで、逆に明治7年 当時40%以下の府県割合が11
年 にむ しろ減少 す る。 この 間、府4統 合 もあ って7年 の29県 は、11年 に10県 に減少 す るの
で あ る 。 この ことは属籍率 の相対的増加 とかかわってお り.、鹿児島県が地元出身者 で県官を
独占 し封建体制を持続 したがために西南戦争を惹起 し、11年に属籍率の激減を きたすのとは
異 った意 味 を もつ もの と云 え よ う。 この属 籍率回 復の意 味は、県官 が地 元事 情に明 るい こと、
鹿児島県的帰属意識の高さ として ゴはな く、一方で地元意思の吸収パイプを果 し得 る度合を
示す もの と患 われ る。




権令 岡村義昌 権令 揖取素彦
参事 水原久雄 七等出仕 根本公直
権参事 塩谷良翰 ・松平太郎
大 眉 2人(うち0入) 大 腐 2人(うち0人東・静0人)
権大属 2人(0人) 中 属 11人(1人8人) 庶1租4出2学2
中 属 8人(5人) 庶3租2権 巾属 17人(2人10人) 庶7租4学1
権中層 5人(4人) 庶1租1聴1(不1)小 属 15人(2人6人) 庶1租4出1
小 属 14人(8人) 庶2租3聴2出1権 小 属 19人(2人6人) 庶1租3出2
権小属 10人(4人) 庶1租1蹴 史 生 15人(5人5人) 庶1租6出2学i
史 生 18入(14入) 庶6租4聴4.異 学 21人(7人1人) 庶7租e出2学2
県 掌 11人(11入) 庶2租4聴1出4合 計 102人(19人42人) 庶18租25出9学5
等 外 33人(33入) 庶9租8聴13出3










れに くみす る諸藩の徴士や貢土層で、その もとに大層以下の下級官員が所属 した。
三潴県の場合、大層以下等外官員までの県庁吏員は合計107人、 うち県内出身者 は79人で
あ り、地元属籍率は74%で ある。熊谷県の場合、大層以下 県掌までの県官合計は102人、 う
ち県 内 出身者 は19人 、 これ に東京 、静 岡出 身 の旧幕 臣関係 者9.2人を加 え る と61人 が 、 旧来
か ら地 元 にか 、わ って いた役人 とい うこ とに な る。 これ を属 籍 率 にな おす と60%と な る。 双
方の地元出身県官が、当時の県庁組織における庶務、租税 、聴訟、出納 の四課 にどのように
配置されていたかをみれば、三潴県は庶務課 を中心に租税課、聴訟課の三課に平均的に配置
されて いた ことになる。熊谷県の場合は租税課中心 に、庶務課に多 く配置 されて いる。
熊谷県における租税課、庶務課中心の地元県官配置のあ り方は、当時の府県官員の一般的
あ り方であ った と思われ る。特に租税課は表示 した以外 の役人と して、等外吏および地券掛
附属を含めると、 この課は県庁の中心機構 と思われる。政府部内 において大蔵省権限集中体
制が分解 したよ うに、府県庁 において も租税課中心体制 か ら庶務課中心体制 に変化す る画期
である。地租改正の当時、租税課の重要性は不変であったが、庶務課の政治機能優先が確立
す る時期 で あ った。
このような動 きを底流に、地方官の動向を検討すれば次のようにな る。第4表 は明治6年 地
方官会同以後における地方官の政治的発言を要約 したもので ある。明治6年4、5月 頃、大蔵






明 治6 年5月 明 治7 年6月
地方官会議開催急務建 白 地方官会議開催急務建 白
長 崎 県 令 宮 川 房 之 茨城県七等仕 樺 山 資 之
福 島 県 令 安 場 保 和 宮崎県権参事 上 村 行 徴
石 川 県 権 令 内 田 政 風 島根県権参事 境 二 郎
長 野 県 権 令 立 木 兼 善 名東県権参事 西 野 友 保
新 川 県 権 令 山 田 秀 典 岡 山 県 参 事 石 部 誠 中
佐 賀 県 参 事 石 井 邦 猷 秋 田 県 参 事 加 藤 祖 一
白 川 県 参 事 山 田 武 甫 静 岡 県 参 事 毛 利 恭 助
島 根 県 参 事 兵 藤 正 驚 山 形 県 権 令 関 口 隆 吉
福 島 県 参 事 山 吉 盛 典 佐 賀 県 権 令 岩 村 高 俊
宮 崎 県 参 事 福 山 健 偉 鳥 取'県 権 令 三 吉 周 亮
新川県権参事 成 川 尚 義 大 分 県 権 令 森 下 景 端
福 島 県 令 安 場 保 和
神奈川県権令 大 江 卓 神 奈 川 県 令 中 島 信 行
三 瀦 県 参 事 水 原 久 雄 新 潟 県 令 楠 本 正 隆
相 川 県 参 事 鈴 木 重 嶺
明 治7 年7月 明 治8 年6月
議員憲法改正建議 公選民会主張者
宮崎県権参事 上 村 行 徴 長 野 県 宮川房之
島根県権参事 境 二 郎 小 倉 県 森長儀(代理)
名東県権参事 西 野 友 保 三 瀦 県 岡村義昌
静 岡 県 参 審 毛 利 恭 助 佐 賀 県 伊藤鎌吉(代理)
秋 田 県 参 事 加 藤 祖 一 高 知 県 岩崎長武
山 形 県 権 令 関 口 隆 吉 愛 媛 県 岩村高俊
佐 賀 県 権 令 岩 村 高 俊 岡 山 県 西毅一(代理)
広 島 県 権 令 伊 達 宗 興 北 条 県 鈴木薫(代理)
磐 前 県 権 令 村 上 光 雄 兵 庫 県 神田孝平
福 島 県 令 安 ・場 保 和 鳥 取 県 三吉周亮
神 奈 川 県 令 中 島 信 行 奈 良 県 藤井千尋
和歌山県 神山郡廉
明 治7 年8月 三 璽 県 烏山重信(代理)
内治優先建白 浜 松 県 石黒務(代理)
東 京 麿 大久保一翁
宮崎県権参事 上 村 行 徴 神 奈川県 中島信行
豊 岡 県 参 事 田 中 光 儀 磐 前 県 村上光雄
水 沢 県 権 令 増 田 繁 幸 置 賜 .県 新荘厚信
鳥 取 県 権 令 三 吉 周 亮 山 形 県 関口隆吉
小 田 県 権 令 矢 野 光 儀 秋 川 県 加藤祖一
大 分 県 権 令 三 吉 周 亮 福 島 県 安場保和




施政方針の:貫徹をめざ し、全国各地に大蔵省官員か左院議官の派遣 も要請 されている。同年
5月には地方官会同の最大事項であった地租改正の実施を まえに して、国家財政の不足を補填
す るために農税を重課せず、冗員冗費を削減すべ く地方長官 と審議すべ きことを建言 したの
は長 崎 県令宮 川 房之 以下12名 の地方官 らであ った②。 この建 白の 趣 旨は二 つ、 つ ま り一 つ は
国税、地方税(地 租、民費)と もむやみに地域農民に重課 してはならない こと、二つは財政
上の量人為出の実務は地方長官会議にはか るべ しとす るもので、 自らの政治的立場を代弁す
る もの であ った。
地域に根ざ し地域事情 との関連で政治 を考えよ うとす る地方官は、必然的に自 らの政治的
発言を行政 に反映 しよ うとす ることになる。自 らを代表 とする地方官会議の開催要請 と、 そ
の民意反映の要請はやがて明治8年6月 の地方官会議における公選民会要求に連るが、それ ま
で も明治7年 の地方官会議計画に際 して も、早期開催要求が茨城県七等出仕樺山資之以下15
名か ら提出されていた。 この地方官会議計画 当時、 きあ られた議院憲法 に対 して地方官 の意
向貫徹のため、宮崎県権参事上村行徴以下ll名か ら建議 され、 ともすれば外圧 を口実 に内政
を重視 しない大久保政権 に対 し、内治優先を建議 したのも宮崎県権参事 ら7名の地方官であ っ
た 。
これ ら建議の署名者にはほぼ同 じ人物が登場す る。 このほか重要な建議には8年6月 、地方
官12名により地方官の判事兼任の中止、民費減省、民会設立の建議が あり、9年3月 には地
方行政権確立の建議がある。この12名の氏名は不詳であるが、その一人佐藤信寛浜田県令は、
地方官会議においては同郷の先蛮木戸孝允議長 に遠慮 し、公選民会案に反対 した ものの 自己
の管轄地浜田県では公選化を推進 してお り、ほぼ第4表 の諸建議に連なる人々と同 じ立場にあ
ったと患われる。佐藤浜田県令の場合、地方官会議で木戸の 「芝居」に同調 し罷免はまぬが
れ たものの、これ ら諸建議に登場す る地元意思の考慮派 ともいうべき民権派寄 り地方官は、9
年8月 の府県廃合によっては関口隆吉、岩村高峻を除 き、全 く再任されていないことは注目す
べ きであ る。
特に木戸孝允 によれば8年6月 の地方官会議の際、中島信行、神田孝平、三吉周亮、鳥山重
信 らを民権派 どして注意 してお り、木戸が 「一芝居」 して政府の意図を貫徹 し、行政権優先
の 「デスポチック」建設のためには邪魔者 であった。当時、1日阿波藩邸では立志社系の 自助
社が傍聴人を集め、地方官に働 きかけて地方民会案の採択をねが って圧力をかけてお り、地
方官会議は国権 と民権 との優先をめ ぐる争 いの場になって いた。 この直後、阿波の名東県権
令古 賀定 雄が 罷免 され るの も、 この よ うな動向 に関 連 した もの で あ った。
このとき既 に公選民会を自分の管轄県で推進 しなが ら、公選反対 にまわ った白根多助埼玉
県権令、揖取素彦熊谷県権令、宮城時亮宮城県権令 ら長州出身地方官のほか、柴原和千葉県
令、柏木忠俊足柄県権令 らも木戸の 「一芝居」に加担 してお り、民権抑圧 の大久保政権確立





③ 行政 テ ク ノ クラー ト 松 田道之 、楠本正 隆、渡 辺 清、 内海忠 勝
④
⑤




これ ら分類の正 当性は今後 とも検討する必要があるが、当面ほぼこの傾向が正 しいとすれば、
当時の地方行政 は①民権派寄 り地方官 と⑥農民的改組派地方官、⑤封建官僚的地方官あ 左右
両派の切 り捨てが進行する一方、中央にお いては③型地方官を中核に②の長州系地方官 と③
の薩摩系地方官を両翼 とす る行政中心の官僚体制が形成 されつつあ った。
以上の地方官中心の官僚化の進行は、他方では府県内の区戸長の官僚化 と並行す る。最初
に区戸長 役所 の名称 につ いてみれ ば第5表 の よ うにな る。府 県 によ り名称 はさ まざまであ るが 、
大 きな傾向はよみ とることがで きる。たとえば東京府のような明治5年3月 当時の大区役所、
小区扱所の名称は宮城県、静岡県、佐賀県、三潴県などで意外 に少 ない、 これ ら諸県 は明治
9年当時 もいまだ区務所、大小区扱所、定勘所 など行政的役所の名称を変えていない。 このよ
うな一貫 して役所的名称の県を第1型 とすれば、第 五型はその役所的名称 と会所 または会議
所の名称が交互に用いられている県である。北条県、香川県、和歌山県などがこれである。 こ
れ らは名称上は事務取扱上の役所か ら、会議の場所的名称に変化す る県である。第円型は大
区が会議所名称で小区が役所的名称をもつ県である。長野県、敦賀県、岐阜県、岩手県、浜
松県 、奈 良県 、鳥取 県 、愛:媛県、広 島県 、 大分県 などが これ に属 す。 これ らは明 らか に大 区
に事 務調整上の会議機能を もたせ、他方で小区を単に事務取扱上の役所 とする もので、会議
と事務との二重性がよ り明確 に意識されていた県である。たとえば明治7年当時の愛媛県では、
「夫各区戸長ハ則チ人民 ノ代理タル権務 ヲ有スルモノ ト謂ヘクシテ、其会所ハ即チ人民 ノ会議
所 」(。,とされている。同年7月 には県庁に区長会議が開かれたが、第9大 区大洲近郷の会議所
で は 、 「会議大意」④ を きめ 「人民 ノ分会議」を興 し、その結果を区長会に反映 させ ようと し
て い た。 「戸 籍 ヲ詳 ニ シ物 産 ヲ興 シ、開墾 、済櫨其 他人民 ノ休戚 二関 スル事 件二 注 目 シテ 、其






青衣県 M6.互.区会 所M8 .8.大区役所 ・小区役所
岩手県 M5.6.区会所M1,4.区x所 。小区扱所
秋田県 M6.7.大小区扱所 M10.9.大医務 所 ・町村事務 所
山形県 M6.10.大区会 所(会 議所) M9.10,大区務所
宮城県 M6.区戸 長役所M7,9.大 小 区詰所 M9.11.大小区扱所
置賜県 大小区会議所 M8ニ.大区事務取扱所
福島県 M5.3.区会所 M10.区会 所
若松県 M6.1.区会所M8.区 扱所
栃木県 M6.6。小区御用取扱所M9. 4.大小区務所 ・町村事務所
茨誠県 ME.4,議事所 M9.2,小区扱所
千葉県 M7.9.大小 区扱所
埼玉県 M5.3.会所M7G.区 務所 ・事務所
入間県 M5。9、会 議所(会 所)
東京府 M5.3.六区役所 ・小 鼠扱所 区扱所 M9.2.区務所
神奈州県 M6.大小区会所 M10.大区務所 ・小 区扱 所
足柄県 M7.1.大小集義所 会議所 M8.5.事務扱所
新潟県' M5.1.会議所M5.9.会 所 M9.8.区務扱所
長野県 M7.7.大区会所 ・小区扱所 M11,会所 ・扱所
筑摩県 M7.1.大区会議所 ・小 区会所
山梨県 M6.10.会議所M8.1.区 戸 長事 務取扱 所
石川県 M5.8.区会所 M9.11,区務 所
新川県 M5.5.区会所(大 医) M9.11.区務 所
敦賀県 M6.5.大区会所 。小区事務所 M10.3.区務 所
岐阜県 M7.6.大区会 議所 ・小 区扱所
静岡県 M6.1.大小 区扱所 MlO.小区事務所
浜松県 M5.8.集議所M6.2.大 区扱所M7.12.大小区扱所
愛知県 M5.9.大区集会所(名 古屋 ・議事所) M9.9.区会所
三重県 M7.5.大小 区扱 所 ・町村会所
和歌山県 M5.4.区役所M7.9.区 会議所 ・村会議所
大阪府 M5.4.会議所M7.21.集 議所 M8.9.小区事 務所
堺 県 M7.4.稟議所M8. 9.事務所会議所(河泉)事務所
奈良県 M5。11,会議所 M9.12.会議所 。小 区事務所
京都府 会議所
兵庫県 M5.会所M6,1.会 議所 MIO.8.医務所
豊岡県 会議所M8.1.区 務 扱所
飾磨県 M9.12.築会所
鳥取県 M5.10.六区会議所 ・町村役所 M9.3.会所
島根県 M5.7.大医用所M7.4.会 所 M10.区会所
浜田県 M7.3.区役所 M9.3.大小 区役所
山口県嘔 M5.9.会議所M7.1.会 議所 M9.2.大小 区扱所
広島県 1+18.大区会叢所 ・小 区扱所 M9.7.六区会議所 ・小 区事務所
岡山県 M1.3.大区会議所 ・小区 事務 所 MlO.11.区務所
北条県 M6.国務扱所M8.1.会 所 M9.6.会議所
小田県 M4。8.啓蒙所M5.集 会所 M9.大医会議所MlO.3.小 区事務所
名 東
(香jll)県M5.10.事務扱所M6.1.大区集義所M7.4.事務所
愛媛県 会所M7.5.六 区会所 。小区取扱所 M6,2.大区会所 ・小隊扱 所
高知県 M7.5.集議所
三潴県 M6.3.六区調所M8. 12.区事務所
長崎県 M4.3.会所M5.11.会議所M6.3.区会所M8.3.大 区定 勘所 ・小 鼠扱所
佐賀県 M6.2.六区御用取扱所 六区定勘所 ・小区扱所
熊本県 M7.2.小区会所 村会所









しか し、圧倒的に多いのはIV型の府県で、ついで六区会議所 ・小区事務所 の皿型 の府県であ
る。正確には大小区役所 の実態分析を必要 とす るが、名称上でみるかぎ りは区戸長の役所は、
会議的機関か ら行政的機関へ移行す ること、会議的性格が強いのは大区であ り、小 区は主 に
事務扱所 と して行政役場化す ることが多いことが明 らかになる。総体 と して会議機能を排除
した役場名称化 は、当時の大区および小区の行政機関化 を物語 るものであ った。 このよ うな
名称上 の変化 と地方官の開明性の相関は、必 しも明 らかでないが、少 くと も明治5、6、7年
当時は諮問会的性格 に もせよ地域意思結集の場を必要 としたための会所 または会議所名称で
あ った よ うで あ る。
このよ うな区役所名称 の傾向は、必然的に区戸長 の性格 とも関連す る。第6表 は各府県の区
戸長選任法をみたものである。表によれば明治7年3月 区戸長を官等 に準ず る法令が出るまで
は、各府県 とも公選制を採 っている場合が多 い。栃木県、茨城 県、埼玉県 の如 き区戸長官選
は少数派で、石川県、新潟県、千葉県の如 き区長官選、戸長公選の場合 もみ られ る。つま り
公選法を採用する府県 ほど人民の名代人 と しての性格を もつ もの として、代議的性格を必然
的 に もっと認識された場合が多い。 この ことが区戸長役所を会所 または会議所 と した一因で
も あ る。
この区戸長は明治7年3月 を契機 に、ほとんどの府県で官等に準ぜ られている。府県によ り
多 少 の遅 れ が あ った と して も、 この動 向 は一般 的 で あ り、 これ に と もな い官選化 さ れ る。 だ
が官等に準ぜ られた以後 も、なお公選制を継続 した府県 もある。秋田県、宮城県、足柄県、ih
梨県、滋賀県 、岡山県、名東県などである。 これ らは形式的には官吏公選制ともな るもので
あ ったが、 そ の こ とに よ って 問題 が生 じた こ とは な い。む しろ 区戸長 官 選 によ る官 吏 化 、 そ
のため地域意思の反映を許さぬ官僚制 にな ったことに対す る反発が、民間から起 る契機 とな
った。明治7年4月 、若松県の区戸長公選建議を皮切 りに、8年2月 には自助社 による区戸長
公選建議が行 なわれ、公選が政治問題化 し自由民権運動のスローガ ン化 す る。
この8年2月 、淡路 自助社の 「区戸長公撰の義建言」㈲ は、徳島 自助社 と歩調を合 わせて建
議 されているが、大区会議の決議 にもとず くものであ った。建言によれば 「抑人民の区戸長
に於 けるや、各所得の幾分を出 し、以て区内各人の安寧幸福を依頼す るものなれば、即人民
の総代」であるという。浜松 、滋賀、兵庫、高知の諸県は公選であるが 、公選制の効果があ
り世人 も賞賛 してお り、地租改正の難作業の今 日、その成否は公選の有無 にかかわるとい う。
7年中よ り佐賀自明社 も公選建議を くり返 してお り、西欧文明国の地方分権は一区の独立を認
め、 その政務 もまた区民の全権 に委ねている。すなわち 「区会議員及 ビ区戸長公撰 ノ挙 アル









岩手県 M6.4.戸長組 総代公 選 M8,1.区戸 長准官等
秋田県 M7.3.区戸長准官等M7.10.「区戸長議員伍長公選規則」
山形県 M5.2.区町村 吏公選 M7.3.区戸 長准官 等 M9.9.区戸長官 選
宮城県 M5.11,区戸 長村吏公 選 M7.4,区戸 長准官等 M9.13.区戸 長公選
福島県
栃木県 M6.2.区戸 長官選 M73.区戸長准官等
茨城県 ms.2.区戸 長官選? M7.3.区戸長准官 等
千葉県. M6.7.区長官選戸長公選 M7.7.区戸長 准官 等
埼玉県 M5.7.区戸長 官選 M7.3.区戸長准官 等 M8.6.区戸長官 選
東京府 M5.7.戸長公 選 M7.3.区戸長准官等
神奈川県 M5.10.区長官 選戸長 公選
足柄県 M8.区戸長公選
新潟県 M5.9.戸長官選用掛公選 M9.z.区戸長准官 等 M9.11.戸長公選
長野県 M5.2.戸長公 選(筑) M7.7区戸長准官等(区長官選)
山梨県 M5.10.区戸 長公選 M?.5.区戸長准官 等 MlO.区戸 長公選
石川渠 M6.1.区長官 選戸長 公選 Mア.4。区戸長 准官等 M9.11.
敦賀県 ・ M7.1.戸長 公選
岐阜県 M6.10.区戸 長公選
静岡県 M7.8.区戸 長公選 M7.8.区戸長准官 等
浜松県 M7.8.区戸 長公選 M..8.区戸長准 官等
愛知県 M5.9.区戸 長公選 M8.6.区戸 長公選 M9.8.区戸 長官 選
滋賀県 M6.11.区戸 長公選 M7.5.区戸長准官 等 MIO.区戸長公選
三重県 M7.5.区戸長准官 等
和歌山県 M7.1.区戸 長公選 M7.11.区戸長准官 等 M7.11.公選 法廃 止
奈良県 M5.6.戸長公 選 M7.3.区戸長准官等




鳥取県 M7.3,区戸 長准官 等
島根県 M7.3.区戸長准 官等




岡山県 M7.5.区戸長准官 等 M7.7.区戸長 公選
広島県
名東県 M8.$.区戸長公選
高知県 M8.6,区戸 長官選 M8.9.准官 等
愛媛県 M6.2,戸長公 選 M9.6.戸長公選 M9.准官 等




大分県 区戸長官選? M7.9.区戸 長准官 等
宮城県
(注)1.新川県M5.6.区劃戸 長公選 、飾湾県M9.区 戸 長官 選
2.府県史料、各県実額
3.M7.4.区戸 長公選建 議 若松県
M8.2.区 戸長 公選趣 議 淡路国自助社
M8.8.区 戸 長公選建 議 佐賀県
M8.12.区戸 長公選建 議 佐賀県自明社
M9.3,区 戸 長公選建 議 愛媛県
一19一
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建議をうけた名東県 、佐賀県 ともに政府 に処理の うかが いをたてて いるが、行政機関化を
推進する政府 と、地方分権化を期待する地元 との板ばさみにな り、名東県権令古賀定雄 は罷
免 される。佐賀県令北島秀朝 もまた取扱 いに苦慮 し、一旦、公選方針を布達 しなが ら内務省
に拒 否 され 、官 選 区戸 長会 議 開催 に転 換す る(B)0
区戸長官僚化 と府県政との関連をみれば、当時の府県行政は明治4年11月 の県治条例 を出
発点 とし、明治8年11月 の府県職制並事務章程で規定されていた。 この間の変化を要約すれ
ば 、 ①府県庁の事務分掌は明治4年 の庶務課、聴訟課、租税課、出納課の四課体制 か ら、8年
の学務課、勧業課 を含む六課体制 に移行す ること。つま り学務、勧業事務 の増大 にともなう
独立部署の必要、②聴訟課よ り裁判事務が分離、③徴兵事務の増加 、④地租改正事務の激増
などの特色がみ られ る。これ らのほか文明開化、殖産興業政策 にともな う土木、勧業事務 も
少 な くない。 これ らに呼応 した下請体制が大小区で も整備 されることになる。
たとえば埼玉県では大小 区の区戸長が、戸籍事務、学区取締、医務取締、堤防取締、勧業
掛 などを分担するようにな り、各町村 には事務所がおかれ、書記が雇用 され事務分担体制 も
明確化 しは じめる。役場の建物 も戸長私宅 より寺院や新築建物 に移 り、公私分離が推進 され
(1)
る画期 とな った。全 国的 に も官僚 制 と行政 機 構が大 久 保政権 期 をつ う じ整 備 され る。
注
「明治建 白書集成」第二巻599ペ ー ジ以下
(2)前 回673ペ ー ジ








んだほかは、圧倒的に町村役人か ら大小区の区戸長が行政事務 を調整す る相談会か、あるい
は地域意思を とりまとめる協議会であった。つま り地方民会期の明治5年 から11年に至 る過
程 は 、 区戸長 を議 員 とする区戸長会か ら公選要求⑳高 まりに応 じて徐々に公選民会へと推移




この間の地方犀会開設状況につ き、若干検討すれば次のよ うにな る。地方民会開設状況
を示す もっとも有名 な指摘は、明治8年6月 、地方官会議当時の木戸孝允の発言である。地方
民会議案審議時の木戸議長が語 った民会設立の状況は、「令全国府県 ノ民会 ヲ開 クモ ノ7県 、
区戸長会 ヲ開 クモ ノー府廿二県、其議会ナキモノニ麻十七県、其余未 夕明ナラス」ω とす るも
のであった。当時の府県数は3府59県 である。指摘のごと く民会開設7県 、区戸長会開設1
府22県で あるとすれば、府県内会議を開 く府県 は48%、未 開設府県 は31%と なる。
これ ら民会の開設、未開設は府県名が報告 されて いないため明 らかではないが、当時 の新
聞報 道 に よ り民 会 開設 県 につ いて みれ ば、 「神奈 川、 三潴 、兵 庫 、愛 媛 、 山形 、 置賜 、三 重 、
岐阜、鳥取の如 きハ従来公選民会を仕来」② と名指 しされて いる。 このほか 「兵庫、神奈川、
滋賀、高知、千葉、山梨、名東ノ如キ業 己二民会 ヲ起 シ、或ハ区戸長 ヲ公選二取ル」ω とも報
道 され て いる。双 方 を整 理 すれ ば神奈 川 、兵庫が 重複 す る ものの 、三 潴 、愛 媛 、 山形 、置 賜、
三重 、岐 阜 、鳥 取、 滋 賀、 高知 、千葉 、 山梨、名 東 の14県 が開 設県 で あ る。後 にみ るよ うに
岐阜、三重県など民会 とは云 えないもの も含まれているが、それで もその他の県が現実 に開
かれて いた とすれば、木戸発言 よ り多 くの府県で民会化 が進んでいた ことにな る。
政府調査 の 「地方民会表」caによれば、開設県は次のよ うになる。明治9年6月 現在で 「曽
テ開 設 ノ挙 アル者 ト、会 則等 ノ申報 アル者 」のみ で あ り、 「未 ダ申報 セス ト錐 モ 、試 二 民会 二
類スル者 ヲ施行」す る府県は含まれていない。
県区両会の開設県
千 葉 県、 新潟 県 、熊 谷県 、埼玉 県 、茨 城県 、和歌 山県 、名 東 県、兵庫 県 、青 森 県、 山梨 県 、
宮崎県、宮城県 、秋 田県
県会のみの開設県
愛 知 県 、 島根県 、石 川 県 、三 潴県 、 磐前 県、 滋 賀県 、山 口県 、 豊 岡県
区会のみの開設県
筑摩県、高知県、愛媛県、 山形県
右合計25県 は当時の府県総数の40%で ある。木戸発言の区戸長会を含 む30県よ り5県少な
いが、この数値は政府へ報告 したもののみであ り、正確な数ではない。そこで現在 までに 「議
事規則」が確認され る府県を、右の25県以外にみれば次のよ うになる。
明治9年6月 現在
敦 賀 県 、神 奈川 県 、 浜松 県、足 柄 県、置 賜県 、岩手 県 、三 重 県 、福 島県 、長 崎県 、小 田 県、
岐阜 県 、水 沢 県 、浜 田県 、北 条県 、鳥 取 県、大 阪府 、佐 賀県(以 上 は8年6月 まで)。 磐井
梨、熊本県、岡山県、福岡県、長野県(以 上は9年6月 まで)
合計22府 県であ る。 「地方民会表」の25県 と合算すれば47府県とな り、当時の府県総数 の
76%に 達 す る。 この ほか飾磨県 、堺 県、小倉県 な どに も規 則が あ ったよ うに思 われ るので、研




津県) の 「議事大意条例」を最初 に、各府県で制定され、また府県統廃合 に応 じて新設 され
た府県が改正 されて.いるので、 これ らすべてを表示 したものである。表中のカ ッコ内は大小
府 県区町 村会 規則 の成立 過程(会 議規則制定時)
年 府 県 会 大小 区 会 町 村 会
明治5年 大1津 県 鳥 取 県 北 条 県 新 潟 県(大 阪府)
木更津県 群 馬 県 入 間 県 (足柄 県)
埼 玉 県 印 旛 小 田 県 (鳥取 県)(山 形 県)
愛 知 県 石 川 県 東 京 府 (長崎 県)(山 口 県)
三 潴 県 (奈良 県)
明治6年 山 梨 県 磐 前'県 豊 岡 県 山 形 県(香 川 県) 兵 庫 県
木更津県 宇都宮県 茨 城 県 (山梨 県》
入 間 県 青 森 県 島 根 県 (置賜 県)
宮 城 県 三 潴 県 長 崎 鼠 新 潟 県
筑 摩 県 千 葉 県 山 口 県
佐 賀 県 大 阪 府 堺 県
明治7年 北 条 県 和歌山県 鳥 取 県 千 葉 稟(岐 阜県) (和歌 山 県)
宮 城 県 浜 田 県 神奈川県 兵 庫 県(高 知県)
高 知 県 三 潴 県 岐 阜 県 敦 賀 県(和 歌山県)
小 田 県 名 東 県 足 柄 県 足 柄 県(筑 摩県)
宮 城 県 長 崎 県 長 崎 県 水 沢 県(堺 県)
三 重 県 水 沢 県 北 条 県(岡 山県)
明治8年 新 潟 県 神奈川県 岩 手 県 新 潟 県 岩 手 県 愛 媛 県 神奈川県
.高 知 県 足 柄 県 名 東 県 磐 前 原 三 潴 県 三 潴 県
浜 名 県 敦 賀 県 筑 摩 県 山 形 県 敦 賀 県
秋 田 県 東 京 府 熊 谷 県 山 口 県 山 梨 県
明治9年 足 柄 県 磐 井 県 敦 賀 県 足 柄 県 敦 賀 県 岡 山 県 宮 城 県
宮 城 県 島 根 県 浜 田 県 宮 城 県 島 根 県 (敦賀 県)
熊 本 県 高 知 県 豊 岡 県 青 森 県 岡 山 県
熊 谷 県 青 森 県 岡 山 県 長 崎 県 愛 媛 県
堺 県 埼 玉 県 若 松 県 栃 木 県 宮 城 県
若 松 県 岐 阜 県 山 梨 県
山 口 県 兵 庫 県 長 野 県
高 知 県
明治10年' 岩 城 県 静 岡 県 福 岡 県 山 梨 県 福 岡 県 埼 玉 県 山 口 県
高 知 県 和歌山県 愛 媛 県 山 形 県 長 野 県 秋 田 県 愛 知 県
山 形 県 岡 山 県 福 島 県 山 形 県
明治ll年 長 野 県 宮 城 県.岩 手 東 和歌山県 栃 木 県 福 島 県 石 川 県
大 分 県 宮 城 県 大 阪 府 福 島 県 岩 手 県 茨 城 県






比較すればよ り行政諮問会的性格が強 く、当初はこれ ら役所の会議を基本 にしなが らやがて






表 よ り判明す ることは府県会 に関す る規則が圧倒的に多 く、続 いて大小区会、町村会の順
とな って い る こ とで あ る。 この こ とは会議 自体が 府 県 レベ ル に多 く、町 村 に少 な い とい う こ
とではない。む しろ幕末以来、開設の多 くなった町村会合 の規則化が遅れ℃いることを意味
してお り、府知事県令 らによる会議の規則化 は府県段階を中心 に したことを物語 っている。そ
れゆえ この意味は次のようになろ う。①、実際上は町村段階か らの民会化 とい うよ りは、府
県段階の統治主導の行政諮問化のための会議が優先されたこと。②、逆 に云えば区戸長およ
び区戸長 クラスを議員 に してまで も世論 の吸収を必要 としてお り、③、 したが って当初は区
戸長集会および区戸長議員が多 いこと。④、県区会開設府県 とくに早期の開設県 は小規模県
が多 く、かっ これ らの県は民会化 も早いこと。⑤、これ らは県下人民の公選民会開設の建議、
要請 を契機 に開設 されている場合が多いこと等を特色 として いる。
くわえて同一県が表 中に何回 も出てくる場合は、兵庫県、愛媛県の如 く町村会→ 区会→県
会 と民意の積み上げ方式を民会化 した場合のほか、その逆に県会を優先 し区会→ 町村会に下




「各 区長登 会議事 二 参 ス」、 「各 大区 ヨ リ議 員一 二名宛 ヲ撰 出ス ヘ シ」、 「各 大区 ヨ リ戸長 一名
宛本職 ヲ以テ登会共議二与ス」、「右之外戸長以下士風 ヲ限 ラス意見 ヲ具 シテ共議二・参スル
者 ハ此 限 ニ ア ラス 」
明治7年7月 「議会規則更正」
「議員ハ各六区二人ヅツ、区内一般入札之上多札 ヲ以上撰」、「会同ノ日各大区区長副ノ内一
人 ヅツ、戸長五六名ヅツ参堂共議二与 スベ シ」
明治9年1月 「県会議章程」
「議員ハ各六区二人 ヅツ、区内一般入札 ノ上多札 ヲ以公選」
宮城県は当初、区戸長を議員 と し公選議員 と有志者 によって成立 っていたが、7年には各大区
二人の公選議員と区戸長議員の併用 にな り、9年になって各大区二人の公選議員だけとなる。
全府県のなかで も順調に公選化が進む県であった。 ところが10年 「県会議事章程」になると、
各大区4名 の公選議員に区戸長および特選議員を加 えることになり、かえって後退す る。詳細
な理由は不明であるが、地方官会議における官選区戸長議員の決定が影響 したのか も知れ な
い 。






「是迄 ノ区長会議 ヲ以テ爾後県会 ト相称」
同年 「第一大区々区会議章程 」、「第一大 区代議人選挙規則」
「代議人員一小区五名 ヲ撰挙ス」
明治8年7月 「町村会議事会仮規則」
「毎年八月一 日ヲ以テ公選 ノ定 月 トナス」、「人 口三百人二付議員十五人」
明治11年2月 「県会議事規則」
「県会議員ハ各大区議員中 ヨリ互撰投票 ヲ以二人 ヅツヲ置モ ノ トス」
神奈川県は明治6年4月 、小前100戸につ き5人の代議人を選び正副戸長の選挙人としたが明
治7年7月 代議人選挙が実施され、各跡村の会議に出席す る議員が公選されて いる。8年7月
の町村会議事仮規則の公選議員に連 る前身がすでに七年に形成 されていたのである。県会は
各区長の相談会 としてすでに成立 しており、この区長会を8年5月 に 「県会」 としたのである。
市街地横浜の第一大区はこの時、公選区会が成立す るが、新たに示された町村会議心得の仮
規則 により、公選町村会議員を基礎に区会議員が複選 され、さ らに県会議員が複選 され重層
化 され るのは11年2月 の時点 で あ る。
三潴県の場合a
明治5年11月 「議事問題 ヲ各六 区正副戸長二領 チ、意見 ヲ陳セ シム」
明治6年8月 「議 事 提要 」、 「議 事 節 目」
「各課官員議場二臨 ミ、等位 ヲ棄テテ議員 トナ リ、各区戸長亦之二倣テ、別二各
区ノ内 ヨリ徳望アル長老 ヲ択任 シテ、民 ノ総代理議員 トナ リ」
明治7年6月 「議事則」
「各区区長 ヲ以 テ議員 ト為 シ、更二官員 ヨリ毎課一人 ヲ撰テ議員 ト為ス」
明治8年4月 「民 会 議:事則」
「町 村 会区会 二先 タ チ県 会 ヲ起 ス ト錐 モ、猶 其議 員撰 挙 ノ方 法二至 リテハ 、町 村 ヨ リ区 へ、
区 ヨリ県ヘ ト議員撰挙 ノ手順 ヲ追 ヒ、人民惣代即チ議員 ヲ集合 ス可 シ」
三潴県は明治5年 までに区戸長を もって県会 を開いて いるが、6年8月 には区戸長議員中心
に若干の官員と毎区有志者の公選議員とから構成 されている。明治7年6月 には各区の有志議
員をな くし、区戸長 中心に各課一人の官吏議員が会議する場 となったが、それ も8年4月 に改
し
正され る。 この時、町村会、区会、県会の同時開設を理想 としなが らも、県下の民情か ら県
会開設を優先す る。 しか し議員の選出は印村の公選議員(各 町村10～20名)を基礎に、区会
はこの公選議 員の うち一名 と戸長一名を毎町村か ら選ばせて構成 し、県会は海区か ら区長一
名、区会議員一名を互選させている。選挙手続上からみれば三会同時開設 も可能であ った。こ
の県 もまた区戸長議員か ら公選議員の半数採用による民会化を強めたのである。
以上 三 県 の事 例 をみ たが 、9いず れ も異 った民 会化 の コ ースを た ど って い る。 様 々 の異 った
過程ではあったと して も、県会中心の公選県会化{ま、当時の民選議院論つ まり国会論の背景





場合 も多 い。それゆえ町村会か ら区会、区会か ら県会へ と上向的に開設 した兵庫、愛媛、神
奈川 などが、正 当な手続 きを踏んだがゆえに、政府方針 と しての積み上げ方式に形式のみ な
らず質的 に も同調 した ものとは云えないのであって、かえ って民会化の進行は政府の意図 に
反 して進行 し、民選議院の早期開設要求の拡大に資す るもの となっている。
区戸長会を含む地方民会の実態解明は、別稿に譲 らざるを得 ない。だが、従来 の研究で福
島県"5)、千 葉 県S9)、小 田 県 ㈹ 、熊 本 県q"、筑 摩 県(k2、佐 賀 県 ㈹ 、新 潟 県(t4)、浜 松 県t15、神 奈 川 県 ⑯ 、
埼 玉県"η、 その 他㈹ な どが明 らか にされ て い る。民 会 の基 礎 と しての 町村 会 も第7表 に よれ.
ば14県の規則制定が明 らか になる。そのほか和歌山県、敦賀県で も町村会議所で会議が開か
れてお り、滋賀県で も8年頃か ら町村会が開設されている。大阪府、小 田県、福島県では明治
4年以来、町村会開設 も明 らか にされてお り、恐 らく全国的 に町村会名称が確立 していないに
して も、実質上の町村会が幕末以来各県で開かれて いた筈である。町村寄合か ら町村会への
変質過程 は、大久保政権期の農村社会の変質 と重 な り重要なテーマであ り、今後 とも検討 さ
れね ば な らな いで あ ろ う。
ところで、 この地方民会で何を審議 しよ うとしたのであろ うか。議事則 にあ らわれた議 目
を検討 してみよう。明治5年1月 、滋賀県 「議事大意条例」の議 目をみれば次のよ うになる。
「土地 ヲ開 ク事 」。「道 路 ヲ修築 スル事 」。 「水 利 ヲ通 シ運送 ノ便 ヲ起ス事」。「物産 ヲ興隆 スル事 」。
「人民 二業 ヲ勧ル事 」。 「授産所 ヲ設 クル事 」。 「窮村助 成 ノ仕方 ヲ立 ッル事 」。 「社 倉 等 ヲ建 ツル
事 」。 「諸 会 社 ヲ立 ツ ル事 」。「学 校 ヲ建 ツル事 」。 「病 院 ヲ建 ツ ル4191等 で あ る。 この議 目は
明治5、6年 当時の各府県議事会の典型的な議目である。同年7月 の入間県、6年2月 木更津
県な ど同 じ議 目であ る。
入間県の協議場議事規則をみれば、「墾開、治水、修道路橋梁、水陸運輸、物産、勧業、賑
窮方 法 、授 産 、社倉、 会社 、郷学 、病 院、貧 院、融 通会社」⑳ とな ってお り、:木更津 県 も、 「風
土地 ヲ開 き道路 ヲ修メ、水利 ヲ通 シ物産 ヲ興 シ、工芸 ヲ勧メ産業 ヲ授ケ、学校 ヲ建 テ病院 ヲ
設ケ、其他教化 ヲ賛 ケ風俗 ヲ励ス」⑳ 等を掲げている。木更津県のみ最後 に文明開化のための
教 化、 旧習 一洗 の た めの風 俗矯正 をあ げて い るが、 これ また6、7年 時 の議 員に一 般 的 にみ ら
れ る もの で あ らた。 この時期 で 特色 あ るの は明治5年4月 の 鳥取 県 「議 事 大体条 例 」で あ'る。
この議 員は全般に他県と同 じであ りなが ら唯一、「民費モノヲ配当スル方法 ノ箏」⑳ を含めて
いることであ る。民費の賦課法、支出検査 などは民会の本来的機能であ り、当時 「民費」.の
用語 の成 立 に と もな い、 早 く もこの議事 項 目に登 場 したの であ る。
これ ら議;1罪則は津田真道の 「泰西国法論」や福沢の訳書が参考 にされた とされているが、西
欧の地方行政 の制度的受容が、 いかに行 なわれ 日本 に適合 させ得たか という重要 な課題はこ
こでの問題ではない。 これ ら議 目をみる限 り、当時の地方行政の目指 した統治上の重要項 目
であ り、 いきおい諮問案的議 目が中心 となったことは間違いなかろう。だが当初か ら異質賦
課 法 が課 題 に な って い たので あ る。
明治7年 議事則の議目上の特色は次のよ うになる。たとえば7年1月 の北条県 「民会議:事略
一25一
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則 」㈱}の掲 げ る議 目は、一 、旧幣 ヲ除 キ開化 ヲ進 ムル事 、二、 民費 ノ多 寡 ヲ議定 ス ル事、 三、
租税 其他諸 公費 ノ帳簿 ヲ検査 スル事、四、 自他詞 訟 ノ事、五 、郷 村社 ノ事 、六 、学校 ノ事、七、
諸 事 取締 ノ事 、八 、区会議 員 選挙 ノ事 、九 、衆庶 ノ業 ヲ勧 ム ル事 、十 、道 路橋 梁 水利 開墾 ノ
事 、 十 一 、貧民 井帰 籍 ノ者 処分 ノ事 、十 二 、失 火盗賊手 当 ノ事 、十 三 、町 村借 金 ノ事 、其 返
済ノ事、十四、御布告共働成規上二於テ若 シ差支ノ事 アラバ、其情実 ヲ政府へ上棟スル事、な
どで あ る。 これ らの うち一、六 、九、十、十一 の議 目 に前年 末 か らの継続 が み られ る もの の、
二 、 三 、 四、八 、十 三、十 四 に新 た な時期 的特色 が み られ る。
つ ま り 「民会議事略則」 と称す るだけあ って、人民的立場か らの議目が多い。議 目の二は
民費賦課 および支出に関 し、三は財政諸帳簿の検査、四は公共団体 自体 と他団体 との訴訟事:
件の取 り扱い法、八は区会議員選出法のとりきめ、十三は郷借 ともいわれ る町村借財の処理
法に関するものである。これ らの うち訴訟、議員選出、借財処理 などは県 レベルの独自問題
とい うよ りは大小区、町村個有の問題である。北条県民会は県会、区会、町村 会の同時設立
の立 場を とり、議 目の但書 きには 「県 区町村 会 トモ少 シク異 同 ア リ」腹。 とあ るよ うに、 これ ら
は主に区、町村会 レベルの議 目であったと思われる。県会は これ ら議 目の調整による審議の
調整機能を果すべ く位置づけ られ、県下の開化を平均化 し、区町村 の自治性助長を 目的 とし
ていたのであろう。十四の布告、法律上 に故障ある場合、政府 に上陳ず ることを議 目と して
いることも、県会を中心 とす る建議権を確保 し、行政上の是正を図るね らいが あった もの と
思 わ れ る。 いず れに して も、 「其地方 ノ利害 二与 力ル コ ト。其民 費 二関ル コ トハ 、議 事二 於 テ
最 モ注 意ス ヘキ事 」が民 会の主要 な役 割で あ った。 この よ うな立 場か らす れ ば、5、6年 以来
の継 続 的議 目の一、 六、七 、九 、十、十 一 な ど も行政 諮問議 目 とは な り得 ず。 地域 独 自の性
格づけを可能 とす る議目に変化す ることになる。
同 じよ うな性格を もった ものに小田県会の議 目がある。明治7年8月 「区会議概則」㈲ に示
された議目は、「各区へ議員 ヲ置クノ議、御布達書活字 ノ入費幾分 ヲ下民二課スル ヲ非 トスル
ノ議 、 官費民費分界 ノ議、区画 ヲ改正 シ村費 ヲ減スルノ議、戸長検査ノ議、正租改正セサ レ
ハ雑税増加御猶予 ノ議、外債忽ニスヘカラサルノ議、貧院 ヲ設ケ立ツル ノ議、学校資本金方
法ノ議、区戸長 ノ給与官私分界ノ議、地価甲乙平均 ノ議、郡費賦課 ノ議」㈲ などである。 この
区会議概則には 「国憲民法細大ヲ択ハス」議題 とし、国体、国債、地租改正(国 税)な ど国
政問題を含み、府県会の性楕をはみ出 し、国会審議項 自まで含んでいた。 これ と関連 したも
のに官費民費分界、区戸長給の官私分界、地価平均議案などがある。雑税猶予案、布達経費
の民間負担拒否案などとともに、地域意思の県区会での確立をつ うじ、国政に民意を反映さ
せ よ うとす る もので あ った。
県 、 区、 町村会 の併存 を明確 に して いる三潴 県(明 治8年4月)の 場 合 をみ れ ば《η}、
'町 村 会 臨
一
、 町村 内ノ旧幣ヲ除キ開化 ヲ進ムル:事




三 、 租税其外高掛 リ諸会計 ヲ検査スル事:
四 、 其町村 ト他町村 ノ間二生 スル詞訟 ノ事:




九 、 町村内水利 ノ事
十 、 道路橋梁 ノ事
十 一 、 貧民並帰籍ノ者処分ノ事
十 二 、 失火盗賊手当ノ事




、 区内 ノ旧幣 ヲ除キ開化 ヲ進ムル事
二 、 諸雑費検査ノ事
三 、 郷社 ノ事
四 、 小学校取締ノ事
五 、 小数院ノ事
六 、 病院 ノ事






、 管内 ノ旧弊 ヲ除 き開化 ヲ進 ムル事
二 、 民費二関 スル諸 件 ヲ議定 シ、其会計 ヲ検査スル事
三 、 管内水利 ノ事
四 、 管内道路橋梁ノ事
五 、 巾学区取締ノ事
六 、 中教院 ノ事
七 、 病院 ノ事
八 、 御布告 御規則二万一指支 ノ廉 アル時、其情実 ヲ政府へ上陳スル事
この議 目は明治7年 お よび8年 前半期までの民会議目の典型を示 している。町村会は明治6年
11月の兵庫県 「民会議事章程略」以来の伝統を示 し、 これを基礎に区、県会が対応 した議 目




潴県 もまた訴訟、議員選挙 、町村借財処理法などを基本 とす る町村 自治確立の議 目とな って
いた。 これ ら自治的議 目を基礎に、ほぼ同 じ傾向の議 目が区会で も準備 され、県内各 レベル
が 自治的に運営されることになっている。ところが明治8年 後半か らは地方民会義目には、こ
の よ うな 自治 的議 目は ほ とん どな くな る。
この議 目上の変化を強制 した画期は、明治8年6月 の地方官会議である。 この会議 において
地方民会案が提案され、審議の結果、公選民会案が否決 され官選区戸長会案が可決 されて い
る。 この区 戸長 会 の義 目 と して政府 が 用意 した議 目は 、次 の よ うな もので あ った伽}。
「異質 ノ:事。災害備虞 ノ事。取締及安寧風儀二開スル事。公立 ノ学校及貧院病院等 ノ事、諸
会社及市場 ノ事。道路堤防橋梁用悪水等 ノ事。土地 ヲ開キ物産 ヲ興ス事。水陸運輸 ノ便 ヲ聞
ク事。賦金 ヲ課スル事。府県会内規則 ノ事」等である。民費の こと、府県会内規則の ことが
新 た に加 わ って い る ものの 、全 く明 治5、6年 段階 の諮問 会 的義 目に逆戻 りす る。 官選 区 戸長
ゆえの行政諮問会 を性格づけ る政府の意図による ものであろ う。木戸が民権派地方官の公選
要求 に反 対 し、 「一 芝 居」 した こ との意 味 は この点 に も表 れて いる。
明治8年 後半の地方官会議後に新設 され、また改正 された府県会、区会、町村会規則 は、 こ
の議目をそのまま並べ る府県が多 くなる。た とえば、明治9年4月 「高知県民会議事章程」⑳
は県 、区 、町村 会の統 一議 目 として、 「民 費 ノ事 、公有 財産 ノ事、災害 備虞 ノ事 。取 締安 寧 風
俗二関スル事。公立 ノ学校病院及貧民校勘方法等 ノ事。諸会社及市場 ノ事、漁猟持場等 ノ事。
道路堤防橋梁用悪水等 ノ事 。水陸運輸 ノ便ヲ開ク事。土地 ヲ拓キ物産 ヲ興 ス事」を掲 げて い
る。漁猟持場等の独 自な項 目を含む ものの、基本は地方官会議の区戸長会案そのものである。
その後の土佐州会の議目もこれ と変わ っていない。
参考 までに、明治11年1月 の福島県 「県会規則Fの 議 目も掲げてお こう。「民費ノ事。災
害備虞 ノ事。管内取締及安寧風儀二関スル事。管内公立学校及病院貧院等 ノ事。一般二関ス
ル諸会社及市場ノ事。道路堤防橋梁等 ノ事。付諸道並木 ノ事。土地 ヲ開 キ産物 ヲ興 ス事。水
陸運輸 ノ便 ヲ開ク事。県税並賦金賦課方法 ノ事。'県会内規則ノ事」等である。時期が進展 し
たため県税、賦金問題が新 たに加わ っているが、他 は地方官会議の区戸長会案の議 目を踏襲
した ものである。 このほか 「民会規則」 と称す る大分県 も同様であ り、 この時期 は議 目をみ
る限 り地方民会内部の実態はわか らな くなる。高知県、福島県 ともに当時の民会下 に民権派
が成長す る代表的県である。議目の同一性に もかかわ らず会議慣行の定着 と、民会 の実態化
が 明 らか に されね ば な らな いであ ろ う。
議 目をみる限り民費賦課法 とその支出を中心に、地域の富裕化、 自治を図ろうとす る真 の
民会路線 と、それを遅 らせ諮問機関化 しようとす る政府路線の対抗関係で当時は推移 したの
で あるが、 この結着 は次の よ うな形 でっ け られ てい る。明 治11年 ブ月、三 新法 の一 と して 「府
県会規則」が成立す る。 この府県会規則により、「府県会ハ地方税 ヲ以テ支弁 スヘキ予算及 ヒ









資格10円 とす る制限選挙によって選ばれた制限議会 において、府県財政の基礎を確保するた
め従来の民費財源をめ ぐる府 県と町村 との競合、重層関係 を府県優朱 に整理 した もので、官.
僚的支配が有力者支配を媒介 として貫徹す る体制であるとす るに2}。民費か ら地方税への名称変
更 も、 その観点か ら図か られ、民費 として住民本位の財政か ら地方税 と して地方行政機関の
費用 に転化 し、その独占により住民費用 は更 に増徴され る体制 に変化 した ことが指摘 されて
い る。 府県会を県令 との、つま り議会 と行政権 との相関関係 も、当初は予算審議権 と決算審
議権が付与 された ものの、次第 に議会権限が縮小 されてい く。
だが 、問題は右の如 き出発当初 の、生れ なが らにして もった府県会機能の狭 さにある。地
方民会の諸議 目が民会議 目であれ諮問的議 目であれ、 もった性格は管内限 りの、場合によ っ
ては管内を超えた国政に立 ち入 った住民本位の生活全般 にわたる審議であ る。議 目としてiO
項目余にまとめていよ うとも、住民本位か、県令による行政本位かは別 に して、地域の全般
的民務 の有効 的審議、処理 を目指す点では同一であ った。 この協議への参加者の豪農的地主
的性格 と区戸長的性格ゆえの、官僚支配 の浸透が図 られなが らも、 なお管内諸事件の関与 を
許 していた ものが、三新法 により明確な地主議会 とし、 しか も前述の性格を もつ地方税の予
算 と徴収法にのみ限定 した議会に改変されているのである。その限 り地方 の官僚統制の一応
の貫徹を保障 し、漸進的形態をと りなが ら近代国家 として 日本的本質を内包する議会 と議権
(1)
に整理 され た ところ に特 色が あ ったので あ る。
注
禽
「地方 官会議日誌」 明治文化全集第1巻 憲政編313ペ ー ジ
(2) 「郵便報知新聞」明治8年8月3日 社説
(3) 尾佐竹猛 「日本憲政史論集J141ペ ー ジ
(4) 「内務 省第一 回年報」 明治前期産業発達史 資料 別 冊26巻161ペ ージ
(5) 「宮城県吏」33史 料集W131ペ ー ジ以下
(6) 「県会議事章程」 「神奈川県史」資料編11近 代現代190ペ ージ以下
(7)「福岡県史料J二 「日新真事誌」明治7年6月29日 県新聞 「民会議事則」 久留米市史編
纂室




(9) 神尾武則 「県令柴原和 と千葉県民会」(津田秀夫 「近世国家の解体 と近代」所収)三 浦茂一
「柴原和における地方民会」 千葉県の歴史 第1号




(13)堤啓次郎 「地方民会活動の展開一 佐賀地方 を素材 と して一 」 日本史研究217
(14)本間絢一 「府県会規則制定前の 「新潟県会」」 新潟近代史研究第2号
(15)拙稿 「地租改正 と遠州民会」 木村 、中村 「村落 、報徳、地主制」 東洋経済新報社
(16)拙稿 「区戸長会の成立 と機能」 明治大学刑事 博物館年報11
(17)拙稿 「府県制成立期の地域支配」 埼玉県史研究25
(18)島根県 につ いては内藤正中 「自由民権運動 の研究」
(19)「滋 賀県 議 会史 」 第1巻54ペ ー ジ ・




(24)「岡山県史」第28巻 政治社会229ペ ージ 以下同
(25)「岡山県史料」五三
(26)「岡山 県 史」 第28巻242ペ ー ジ
(27)明治8年 「民会議事則」 久留米市史編纂室
(28)「地方官会議 日誌」 明治文化全集第1巻 憲政編324ペー ジ





f議員」の用語は幕末の公議政体論とともに登場す る。 しか し、明治4年 頃まで用語は統一
されて お らず 、呼称 は さまざ まで あ った。 評議役 、議政官 、会議 官、公 議人 、議役 、議者 、議






「議員」成立の諸事例にっき検討 してみよ う。明治元年当時、豊崎県では 「郡会所 ヲ設ケ以
テ郡総代 ノ議事所 ヲ定」ω めている。 この総代は大庄屋 クラスである。同年9月 、「初 テ議事
ヲ総代三下」 し郡中における事件の是非、得失を討議 させているが、 この郡中総代 をもって
議員にあて、その会所を もって議場にあて るという考え方 は、幕末以来の伝統 をふまえ、容
易 に各地に成立する性質のものであ った。これは廃藩置県後 も、愛媛県の明治7年 区戸長事務
条例のごとく、「夫各区長戸長ハ則チ人民 ノ代理タル権務ヲ有 スルモノ ト謂ヘ クシテ、其会所
ハ則 チ人 民 ノ会議 所 」⑳ とす る考 え に連 って いるので あ る。
人民総代をもって議員 とする考え方は、大久保政権期 に持続 されなが ら修正されていく。た
とえば明治5年11月 の三潴県の場合をみれば、「下構墾塞セス上 意貫徹 セ シムル是令 日戸長
ノ専務ニ シテ、欧州ニテ所謂百姓代 ト云 フ者 ナレハ、乃チ又謂議員モ不可ナラ ンヤ。是余力
戸長 二 議 ヲ責 ムル 所以 」(3'とし、戸 長 議員 を正 当化す る。明 治5、6年 当 時の 区戸 長議 員 採用
の府県は、多かれ少なかれ この考えを前提に していた。 しか し、会議の意味が理解 され認識
が深化 し、公選が問題になると青森県のごとく修正するか、豊岡県の ごと く議員の限定を明
確 にす る ことに な る。
青森県の場合、「明治9年2月 初旬、区戸長学区取締 ヲ以テ議員 トシ、県会開設可致処、其
区戸長 タル者ハ公選二係 ル者二無之 ト雌モ、素各区内ニテ名望アルノ ミナラス、民間 ノ:事務
二達 セル 者 ヲ撰挙 セ シナ レハ 、人民 ノ惣 代 タルハ勿 論 ナ レ トモ 、 猶 多 ヲ要 セ ン為 メ一 般 人民
中ニテ区戸長 ヲ除キ、惣代 ト頼ムヘキ見込 ノ者 ヲ撰 ミ。投票ノ多数 ヲ以テ之 チ抜キ議員 トシ、
共 二会 議 セ シメ候 」㈲ と い う。惣 代議 員論 に立 ち なが ら、 「多 ヲ要 セ ン為 」 と称 し公選 議 員 と
の共議を明言 しているのである。これには惣代 と議員 との差が認識 されてはいないものの、広
く公議 を尽 す場合、区戸長のみでは足 りないとする考えが成長 しているのである。
豊 岡県 の場 合 、 「区戸 長 ノ権 限 ヲ分 ッテ二 種 トス。 一 八行政 権 ニ ア リ(中 略)、二 八 司法権
ニア リ(中略)、区戸長ハ行政上二就テハ県令 ノ目代ニ シテ又区内人民 ノ名代人タルヘ シ。…
区戸 長 ヲ撰 ムニ二 種 ア リ。 一八 県令 ノ特 撰 ヲ以 テ シ、一 ハ県 令 ト人 民 ト協 議 ノ上 握拳 ス。然
レ トモ人民未文化 二赴カサルノ際、暫 ク県令 ノ特撰 ヲ以 テス。県 会 ヲ開 ク トキハ議員タルへ
シ」㈲ とす る。 ごこには区戸長公選論に立つ区村の自治的発想はない。わずか人民惣代的性格
の承認 にその理事者的立場を認めているに過 ぎない。人民の開化に民会化が委ね られている
とは云 え、 ここでは明確に行政機関 としての区村 の、行政官的性格による行政諮問会を意図
しているのであ る。人民惣代の性格を利用 しなが ら行政上の位置によ り議員化を図ることは、
いずれ も官選区戸長 の議員化の論理であ った。
人民 の未開を理由に、官選 と区戸長議員の採用 は、右 のような理由づけをせざるを得ない
程、一方 において公選議員 の必要が前提されていたことになろ う。やは り公選議員成立の過
程を史料でみよう。恐 らくその歴史は幕末以来の入札による選出の広汎化 とかかわ る筈であ




「此度議事所 ヲ庁内二開キ、管下 ヲ凡九区別 トシ、一区毎二二人 ノ代議人 ヲ挙ケシメ、之 ヲ
五拾余万人ノ名代人 ト心得(中 略)、然ルニ五拾余万人銘 々残 ラス撰挙致 シテハ勿論紛雑 シテ
相纒マラサルノ弊有之、一村町毎ニ一同 ヨリ村町内 ノ惣代 ヲ挙ケ、其者 ヨリ更 二代議人 ヲ撰
挙 」{6)するこ とにな って いた。 まず 各町村 で惣 代 人 一選 挙 人を公 選 し、彼 らが 県会 議員 を 公選
する復選制を採用す る。明 らか に 「議員」を公選す るのである。 この町村を基礎 に公選議員
を復選化する方式は、民会化を図る府県に も意外 に多い。すでに小田県では明治4年3月 「代
議人取立規則」σ}が布達 され、「代議人拾軒二村一人積 リヲ以入札」されていた。ギ代議人二相
成候者ハ、常々自分之為筋思付候節ハ、村中江拡 メテ相者、其他困窮人立行方 、啓蒙所等之
儀ハ勿論、都而趣法向井村 中指継等之配慮可有之」 とされていた。啓蒙所 は明治3年12月 医
生窪 田次郎の建議 に もとずき、「其天下二準先 シ民間教育普及 ノ方法 ヲ草創 シ、学資 ヲ官二依
頼セスシテ、人民 自治 ノ端緒 ヲ開」⑧ くための もので、代議入は町村 自治の担 い手 として選出
されていた。前に述べたように、小 田県区会議お よび県会の革新性 はこの町村 レベルの動 き
と無 関係 で は ない。
明治5年 以降、議員の性格の変化は、県区会への区戸長議員、町村会の公選議員が併行 に採
用 されなが ら、次第 に町村公選議員を基礎 に区県会の公選化が大勢 になろ うと していた。千
葉、小田、兵庫県はその典型 であ ったが、愛媛県、神奈川県 もその例である。三潴県の事 例
も前 述 した 。神 奈川 県 ではす で に、 明 治6年4月 「区画 改 正之 大 略 」{9}にお いて 、 「戸長 副戸
長入撰之法は小前百戸二付五入之代議人を兼て撰挙 し、此代議人之入札を以て走る事、区長
入撰 に同 じ。総て小前江会議すへ き事は、右代議入江胸議すへき事」 とな って いる。神奈川
県における代議人町村会の実態は明 らかでないが、代議人参加の町村会や区会が多 くな り、や
がて町村会を基礎に県会まで体系化され る。
町村 における代議 人選出は、山形県、埼玉県で も異 った方法で行 なわれている。山形県の
場合、明治7年10月 「区戸長副及議員伍長撰挙仮規則」が布達 され、「議員事務章程」㈹ が決
め られている。議員は 「各町村二於テ金穀出納及町村重大 ノ事件 ヲ公議セ シメ ンカ為 メ、一
人 ツツノ議員 ヲ公 撰 セ シム。而 シテ別二 俸 ヲ給 セズ。 其班 ヲ戸長 副 ノ下 、伍長 ノ上 ト定 ム」 と
あ る。 彼 らの事 務 とは、
第一条 臨時町村内一同二代 リテ事 ヲ議スル事。
第二条 重立タル評議二立会フ窮
策三条 一切 ノ金穀 ノ出納二立会 フ事
等である。公選された二人の議員が、町村内の公議を代表 し得たか否かはここでは問 うまい。
問題は町村 の紛擾の もととなる金穀出納や重大事 件に、民意を代表す るものが参加 し、 その
処理に公正感を与えた ことに意味があろ う。議員成立ρ基本 はこの金穀出納 にかかわ って い
るか らであ る。 この 点 を一・層 明 確 にす る のが 埼玉 県 の事 例で あ る。
埼玉県では明治8年2月 、百姓代を廃止 し 「代議人心得伍長」(mをおいた。本来、百姓代は




ず、「民 心 ノ疑 惑 ヲ生 シ、寛二紛転 ヲ醸 ス事少 カ ラス。 故三蹟課方 ヲ明 瞭ニ シ経 費 ノ由 テ生 ス
ル所以 ヲ評記 シ、浪費 ヲ転 シ有用三帰 シ、而 シテ公益ノ事業二及ハ シメ ン」たあに代議人伍
長 を お くもので 、100戸に2人 選 出 し、「民 費賦 課 ノ事 ヲ議 スル ヲ以テ責 任 」 と した。彼 らは
「小前惣代ノ権」を有す るもの とされてお り、まさに議員成立の根拠を明 らかに しているので
あ る。
大久保政権期 における町村会は兵庫県、愛媛県、神奈川県、岡山県、宮崎県、埼玉県、山





で あ る。 この型 に は長 野、岐 阜 、三 重、筑 摩、宮 崎 、佐賀 、豊 岡、 堺、秋 田、岡 山 、最初 の
三潴の諸県が含 まれ る。第二は官選区戸長議員 と公選の併用型であ る。秋田県が これである。
第三は公選区戸長の議員化である。新潟、山梨、滋賀、敦賀、愛知、和歌山、名東 の諸県で
ある。第四は公選議員による府県会開設の府県である。木更津、千葉、小田、北条、浜松県
などが この型 である。以上四型のほか三、四型の併用型が宮城県、浜田県、足柄 県、山形県、
島根県などであ る。第六 は公選百姓代の議員化である。兵庫、愛媛、神奈川、福島、埼玉県
などが これであ る。 これらは同 じ府県でも時期 によ り移行する。概略的な類型であるが、時
期的 には第一型か ら第四型へ変化 し、上級会議の県区会が第一、二型に対 し、町村会が第六
型 で あ る とい う特 色 を もってい る。
官選区戸長および公選区戸長の議員化は、いずれ も人民総代的性格を拠 り所 としている場
合が多 い。幕末以来 の郷中惣代や寄場組 合惣代の伝統によ るところが大 きいか らである。惣
代とは執行的性格を もち寄合の代表者としての民法上の代理権を もつのに対 し、議員は人民
利害 の得失の協議決定権のみをもち、公法⊥ の代表権を もつ。つま り、区戸長 の議員化は自
らもつ執行権に共議権を加えた もので、当初は議員と称 しなが ら多分に執行権寄 りの性格を
もつ ものと して認識 されて いた。 それゆえ人民惣代的性格を もちなが ら、金穀出納 および管




肯定す るものであることが指摘 されている。つま り高持百姓の寄合の、公選入札に よる代議
人の選出 とその議員による町村会の改造、すなわち全会一致の寄合方式か ら多数決原理の導
入による高持少数者の意思の、全町村代表の方式が決定するという。 この規則嵐降、各府県
では町村会 または右規則によ り選出 された人民惣代を基礎に、大小区会、府県会が 重層化
され る。 こうして多数決原理 による地主的家長的議会が、県下豪農層の少数者の意見反映機
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(11)「埼玉県史提要」 県立文書館 以下同 じ




の民意の把握、調整 の方法はさまざまであった。地方意思の統合 は何 も民会議員 による もの
だけではなかったか らである。当時、選ばれた議員 には民会議員のほか徴兵議員、学校議員、
地租改正議員があ り、新政府 の三大改革 とも称すべ き主要事業 には、すべて議員を選出 し地
域意思を徴発する体制をとって いる。
これ ら議員 と民会議員との関係は、詳細かっ慎重 に検討 してみ る必要がある。 まった く同
じ性格 、同 じ機能を もつ議員ならば、別 に改革事業 ごとに議員を設 ける必要 はない。別置の
議員であるだけに別置'しなければならない理由があ った筈である。 この点を知 る一つの手が
か り は 、 事業別議員選定の時期の問題が ある。
地租改正は後に述べるように、明治8年5月 、地租改正事務局が成立 し総裁に当時の実力者
大久保利通(内 務卿)と 大隈重信(大 蔵卿)が 就任 し、強力な改正事業実行体制が確立す る。
改正議員はそれ以後の政府予定収穫量の配付期に選出され る。学校議員 は府県単位の教員講




な ってか らである。6年以来の各小学校 レベルの諸問題の審議ではな く、明治10年頃 に活躍
す る。 徴兵 議 員 もまた然 りで9、10年 頃 に選 出 され て い る点 に特 色 を もつ、つ ま り、 町村 レ
ベルか ら金穀出納の監視役 として重大事件の審議に参加することを基本 とする民会議員と異
って、事業毎 にその目的 に応 じて出身地域の民意を調達す るため、府県 レベルの限 られた機
能を もつ議員であ り、その限 り、ともすれば行政追随的性格を余儀な くされた議員であった。
いずれに して も、民意調達のための議員であることは、民会議員 もその他の議員 も同様で
ある。 そのため近代国家形成期の諸事業は全体 として も個別事業 において も、いずれ も民会.
発生 的な同意調達の機能を基本において必要 とする。基本で重複 しなが ら途中で行政に収飲
されてい く過程が、民会の もつ二 つの機能すなわち地域意思の結集の場であ り、民意反映の
機会 であることと、国民統合の手段 として政治秩序の調整の場であるとい う性格 を、前者に
重点 をお く民会議員に対 し後者に重点をおきなが ら実現 して いった ものが事業別議員であ っ
た と思 わ れ る。
この点をよ り明 らかにす るために、地租改正議員について検討 してみ よう。地租改正 は明
治5年 の壬申地券交付禦業を前提 とし、6年8月 の地租改正公布を もって開始 される。 当初、
壬申地券公布事業がながびき、また地価算定方式を第一則 とするか第二則 とするか地価の性
格 との関係が明確ではな く、開始が遅れた府県が多い。総 じて明治7年 は試行錯誤の時期で、
それだけ在地 の独 自性が反映され易か ったが、8年後半より急速に進捗す る。8年5月 の地租
改正事務局体制の確立を画期 とす るか らである。 このことは地域意思調達のための民会 にど
のような影響を与えたかが重要 となる。
たとえば新 潟県および神奈川県 における県区会では、地租改正関係議案が次のよ うに提案



















右 によれば、両県 とも県区会が9年 または10年まで改正事業 に関係 したように記されている。
いずれの府県 も地租改正の推進のため、何 らかの民意調達を必要 と し 、
民会 (県区会)成 立 の素地が あったため、 この会議を利用 し協力法が話合われていたのであ
る 。 独裁的府県ほど地租改正関係の議案は見当たらな い 。
ところが 、 民会利用 の改正事業 の進展 も、内容を検討すればその利用の性格が明 らかにな
って く る 。 神奈川県の改正絵図作成か ら7年12月お よび8年2月 の改正議案までの反別調査
は 、 各町村の地勢上 の実態調査である。新潟県 もこの時期まで改正協力のための、「地券用掛
心得」と称す る町村内担当者 の選任が行 なわれている。
麦お よび小作料調査、 これを基礎 とす る村位地位等級編成過程で ある。
思集約の場 と しての民会 とは云え、収穫や小作米調査のため地域の地主小作関係を前提とす
る微妙な社会関係が、事業 に反映 す る こ とにな る。地域意思 とは誰の どの ような意 思かが問
わ れ出 すの で あ る。
もちろん収穫量の正確な実態把握 は、それ目体問題はなか った。
買地価主義 により小作料を基本 とする小作地方式 (検査例第二 則)
もまた小作地に比準 した地価算定が行なわれる方向を容認 し、
た た め 、 調査推進の町村に混乱を生ずる契機 となっている。のち法定地価主義によ.る収穫米
を基本 とす る自作地方式 (検査例第一則)に 転換 した とは云え、
っっ あった地域意思は地主豪農層の主導に変化する契機となった。
まさに小作米を基本 とす る地位等級編成のたあの もので、
位決定にひきっがれるのであ る。
このように明治8年 は地租改正:事業推進の画期であったが、現実の:事業実施過程 は府県によ
っ て 異 な る 。 地租改正過程の相関を筑摩県 と神奈川県 によれば、
第1図 地 租 改 正 過 程 摺 関 表
禦景 壬 申 地 券 期 小 作 米 調 査 期 収穫調査期 官定地佃 朋
,一一"一"一'ρ 一'"一 __一 一'　 :==1二、、二二二二ニゴ 二 一　 一`
筑
廉 壬申地券期 作購 期麟灘
収 穫 調 査 期
(統 一 化 期) 羅
甥
、 、
、 、 、 、
、 … …
一 噛 も馳 鴨 一 一 唱 鴨, 一 一艦 _ 殉 一 一 層 一層 句
全 5年2月 琶:11s., 7.3 8.5 9,510.8





地租改正事業 とは改正地券発行のための事業である。地券は一枚毎 にその土地 の所在地(小
字)、 地 目(田 、畑 、宅)、 反 別、持 主 、 その収 穫量 、地 価 、地租 が 記 され て い る。 つ ま り所
在地の確認か ら持主決定までは土地測量の問題である。これが8年 までに終了す る。地価算定
のための収穫や小作米調査は8、9年に実施される。筑摩県は政府方針が確定する以前 より村々
で作徳米 一小作米や収穫が調査され、8年5月 までに県段階まで積み上げ られ統合されていた。
神奈川県 は壬申地券交付が遅れ、7年3月 に改組 に着手する。当初 は売買地価主義の立場から
小作米調査が先行する。法定地価方式の自作地による収穫調査に転換 したのは9年5月 である。
これまで在地事情が優先 されたため変質 しつつあった とは云え、民会議員が事業推進に参加
する機会があ ったのであ る。神奈川県のみな らず各府県 とも、県 内収穫調査が終 り地位村位
等級編成がほぼ終 りかけた時点で地租改正議員が選出され る。
た とえば熊 谷県、埼玉県の場合をみれば、民会推進派の県令河瀬秀治 にかわ って官権派 と
もい うべき輯取素彦が権令 とな り、明治9年3月 の県会に 「地租改正二付地主惣代 ヲ置之議」、
「地租改正二村顧問鑑定人選出之議」ω を提出 して以来 、通常の県会は地租改正事業の多忙を
理由に廃止する。熊谷県は同年8月 廃止され、群馬県が再置され る一方、南部の旧入間県側は
埼玉県 に統合され る。 この統合埼玉県で地租改正議員が選出され、模範組合会議を経て、収
穫量決定県会が開かれたのは10年11月である。 この会議で県令 は従来の民間 よりの積み上
げ収穫米に よるか、大蔵省の予定 した内示収量によるかを諮問 している。積み上 げ方式が各
地の利害で調整で きず、紛糾 していることを理由に、議員の賛成 を得、大蔵省予定収穫す な
わち官定地価を配賦することにな った。
当時の地租改正の実施体制をみると、政府は各府県で府知事県令 を先頭に、 租税課の地券
掛、民間 よ り登用 した地券掛附属 を事業担当者にあてていた。各町村では この官吏の指導の
もと区戸長が先頭で、町村用掛の行政系列 で推進されている。だが行政上のみで大事業が終
わ るわけはな く、現地の実態 を知 る老農 クラスの顧問鑑定人を任命 し公正を期す一方、区戸
長 クラスの地租改正惣代人 を選出 し協力 させている。 この惣代人の もとに地主惣代人や代議
人を参加 させ、町村民の代弁者であると同時に、彼 らの決定は全町村の決定であ り、 これ に
従 わ せ る こ とを誓 わせ る誓 約 書 もと って い る。
つま り、地租改正事業をめ ぐる民意調達の組織はそれ 自体としては整 っていたのである。だ
が、それで もなお改正議員を選出 し、見せかけにせ よ地元意思の確認をと らざるを得なか っ





右奉 申上 候。当愛知県下改租ノ義ハ、明治九年本県第百四十号御布達 ヲ以、地位等級鐘評
順 序 ヲ頒布 セ ラ レ、其ll頃ハ(一)、(二)、(三)、(四)ノ 四段 に分 テ、入 札 公 撰法 ヲ以 議員 ヲ
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撰 挙 シ、而 シテ(・一)議 員バ ー村限 リノ鐙 評 ヲナ シ、(二)議 員パ ー小 区内 限 リノ詮 評 ヲナ シ、
(三)議 員バ ー 郡 内限 ノ鐙評 ヲナ シ、(四)議 員パー 管 内 ノ鐙 評 ヲナ シ、卑 リテ 始 メ テ鐙評 ヲ
完結 スル ノ方法ナル ヲ以テ、当春 日井郡 ノ義モ第一段ナル(一)議 員 ヨリ三段 ノ郡議員マテ
撰任 シ、方 二一村限 リノ地位等級 ノ鐙評二取掛 リ、尚其半途ナルニ本県改組係九等出仕荒木
利定殿(中 略)、直二郡議員二迫 リー郡 内ノ村位鎗評 ヲナスヘキ旨ヲ命セラ レタ リ。…又私共
郡議員二於 テハ村位モ未 タ議定セサル内、収穫 ヲ議定スヘキ ノ命ヲ受ケ(中 略)、不取敢穫量
予定書 ヲ上呈セ シモ(中 略)、県議員ヲ不置 シテ、直二県庁ニテ御確定相成…収穫分賦書御下
陶棺成(昨 日受書 ヲ厳命サル)
右史料か ら明 らかな ことは次のとお りであ る。まず愛知県の改租議員は地位村位等級決定 に
参加す るものであ ったこと。 この決定は本来的に耕地一筆毎の評価を基礎に積み上げ られ、村
内地位決定が優先 されたこと。 したがって地位→村位→区位→部位 と積み上げ られ、最終 的
に全県の権衡がはか られ、議員はその各段階において公正を期す る証人 となるべ く公選され
たこと。 この事業は現実 に郡議員 まで選出され、作業進行中県官(政 府)は 郡議員 に予定収
穫:量を提出 させ、調整 しないでかえ って政府の予定収穫量を押 しつけたこと等 である。 この
過程 に議員選出の本質が よく表現 されて いるので ある。
地位等級 の中途段階は一筆→村位→区位→郡位 までの基礎 レベルでの老農層 中心の技術 的
正 当性 と、議員中心の政治的正当性の確保を行い、地域意思上 に形成され た正当な生産力評
価 をまって、一転 して国家財政確保の観点か ら、政府の予定収穫:量を積み上げ方式 を逆手に
利用 し、県 レベルか ら郡→区→村→一筆 に押 しつける道具 とす る。 このため春 日井郡では地
租改正反対一揆が発生 し、押 しつ け収穫反対を叫ぶ。収穫量の変更すなわ ち政治的収穫量 の
押 しつけは、直ちに憎相に帰結 し、農業経営を圧迫す る大 きな阻害要因 となったか らである。
最 後に議員が当初代弁 した農民的積み上げ方式 による収穫量 と、政府の押 しつけ収穫:量と
の関係を、岡山県を対象 に検討 しておこうρ結論か ら云えば、岡山県にお ける農民的積み上
げ方式による平均反当 り収穫量は、水田の場合1石4斗 である。 これ に対 し政府の押 しつけ収
穫量 は1石7斗 である。一反当 り3斗の差があ り、 これにより算出される地租は積み上 げ方式
の 場 合、 全県 で20万 円の 減租 、押 しつ け収 穫 の場合 は72万 円の憎 相 とな った。 この よ うな
状 況 は程度 の差 こそ あれ 、全国 的 に一 般 的で あ っだ3;。岡 山県 の地租 改正 事 業 は 「会 議所 」{47
が担 当 した。会議所は明治7年3月 各人区におかれた区戸長会同の場であ り、区会所 として区
内の諸事件を扱い評議す る場で もあった。 この会議所での調査結果が農民的積み上げ方式 と
もいうべ き収穫量であ り、これを否定 した政府は、「何ソ意 ヲ人民愚視 シテ圧抑 ノ旧習 ヲ張 り、
税額 ヲ増加 シテ将来 ノ凶荒 ヲ曲マズ、聚飲苛酷 ヲ旨 トシ信 ヲ入民二失」㈲ す るのか と批判 され
て いる。結局、政府は8年10月 権令石部誠中を罷免 し、かわ って薩摩出身の高 崎五六を県令
に据 え、政府方針 としての官定地価を配賦す るのである。 この時岡山県 は 「其参蔀長官を始




在地事情を優先する地方官は、任期 を全 うし得 なか ったのであ る。

















(4)明治7年 「諸御 用留帳」 日笠家文書、岡山大学図書館
(5)「岡山県地租改正事情」「岡山県史」第28巻 政治社会126ペ ージ
(6)有尾敬蚕 「本邦地租の沿革」
(7)「岡 山 県 史 」第28巻189ペ ー ジ
おわ りに
雪
政治構造を主題 とす る本稿は、近代国家建設を目的 とす る大久保政権が、いか に国民統合
を推 進す るか、統合の中核 となる豪農層の あり方 を中心 に検討 したもので ある。豪農層 と維
新官僚の代表者 と しての地方官 との直接的対抗を中心課題 としなが ら、 あわせて背後で豪農
を応援する士族民権派 と農民民権派の動向に留意 し、地方民会成立過程を対象 に相関を明 ら
か に した。
課題 とのかかわ りか ら検討の結果を要約すれば次のよ うになる。大久保政権の推進 した政
権構想は専制的集権国家体制の確立であ り、地方体制 もこれに対応 した行政機関化で あった。
政権誕生当時に目標とした内治優先論は、明治8年6月 の地方官会議を契機 に、9年 か ら本格





の選任が行 なわれる。=地方分権、地方 自治を大久保以上に主張 した木戸 も、持論の 「漸進着
実」性 にこだわ り政権構想の議会論 も、地方官会議中心の 「議会様 の もの」の設置を主張 し
たに過 ぎず、地方官会議における地方民会問題の審議指揮 も、「芝居」による真の民会化 の阻
止で しが なか った。
政権構想 にそって政権基盤の人民 に直接的に対応 したのは地方官であ る。 この時期、民政
担当者 としての地方官の選別が進行す る。多様 な藩の出身者を集めた地方長官は、府県統合
をつ うじて 長 ・薩 ・土 ・肥 出身 者 、 と くに前 二 者 に集 中 させ、 かつ 、府県 庁 人事 にお いて も
租税課中心の地租改正推進体制か ら、庶務課中心の庁内体制 に整備 し、租税課に集約され る
税制に象徴 される地域意思へ統制の仕:方を完成す る。地域意思 と対応 した地方官 は、その代
弁者 としての豪農 との対決 に苦慮 し、各府県で民会 または民会様の ものを設置す る。府県政
は政権基盤 の相対的弱 さに規定 され、豪農層 との協力関係を築かねばならなか った。
地方民会 と総称される府県会、大小区会、町村会は、早 くは廃藩置県以前に成立するが、そ
の多 くは大久保政権の時期に確立す る。明治9年6月 頃までには全府県の8割 の府県で開設さ
れていたが、 これ らは専 ら府県会が主で、町村会を基礎に公選民会化が進む過渡期であった。
この過程は単 に議員公選化の進行のみな らず、議目 も租税 ・民費検査を主 とす る重大諸事件
を含 む、議権 の広 い もの とな って いたが 、大久保 政権期 をつ う じこの真の民 会化 の動 向は、諮
問機関化 し行政諮問会とす る政府の意向 と対応 しなが ら推移 した。このような民会の二 重性
は、その構成員た る豪農の二重性にも規定されて いる。貢租 ・民費を検査す る百姓代の本来
的機能の確認を基礎 に、町村会議員か ら民会化を国会におよぼそうとする議 員本来の途は、未
開化や手続 きの間遠さを理由に明治9年 以降に、 しかも形をかえて問題 となる。それまで各府
県で試行錯誤され、多 くは区戸長 の人民惣代的性格に議員の本源を期待されたが、惣代た る
ための公選制が、明治7年3月 の準官等化を契機に否定され、彼 らの官吏化に応 じ真の人民惣
代たる公選議員の要求が高 まる。
この下か らの民会化は推進す る豪農層の性格 と関連 し、と くに地租改正議員のあ り方 に象
徴的に機能 と限界が表現され る。地域意思結集の性格を地‡的社会関係に楼小化す る役割を
もつ一方、民会の地主議会化を助け、統治の手段に転化 させ るのである。 こうして民会を統
合手段化させ、大久保政権の方針に忠実 な地方官を優遇 し、地域意思優先の真の地方 自治推
進の地方官 を切 り捨てたのである。
(わたなべ たか き)
甲40一
